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発行者情報 

【表紙】  

【公表書類】 発行者情報 

【公表日】 2023年 9月 15日 

【発行者の名称】 
株式会社アイビスホールディングス 

（IBIS HOLDINGS Co., Ltd.） 

【代表者の役職氏名】 代表取締役  永江 榮司 

【本店の所在の場所】 

東京都千代田区外神田六丁目10番２号 

(上記は登記上の本店所在地であり実際の業務は下記の

【最寄りの連絡場所】で行っております。) 

【電話番号】 該当事項はありません。 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。 

【最寄りの連絡場所】 愛知県名古屋市東区泉二丁目 27番地 14号 

【電話番号】 (052)526-1590(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  猪田 寛生 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの名称】 フィリップ証券株式会社 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの代表者の役職氏名】 代表取締役社長 永堀 真 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋兜町４番２号 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの財務状況が公表され

るウェブサイトのアドレス】 
https://www.phillip.co.jp/ 

【電話番号】 (03)3666-2101 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 当社は、当社普通株式を2023年10月20日にTOKYO PRO 

Marketへ上場する予定であります。 

上場に際して特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向

け売付け勧誘等を実施しないことから、特定上場有価証

券に関する有価証券上場規程の特例第110条第３項の規定

により、発行者情報に相当する情報を公表いたします。 

また、振替機関の名称及び住所は下記のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋兜町 7番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 株式会社アイビスホールディングス 

https://www.ibisholdings.co.jp/ 

株式会社東京証券取引所 

https://www.jpx.co.jp/ 

【投資者に対する注意事項】  

１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを

含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及

び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があり

ます。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要

があります。特に、第一部 第３ ４【事業等のリスク】において公表された情報を慎重に検討する

必要があります。 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」という）

第21条第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる
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者）をいう）は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な

事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27

条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽で

あり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価証券を取得

した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたときは、こ

の限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、

相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を

負いません。 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金

融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおい

ては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関

する有価証券上場規程の特例に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを選任する必要があ

ります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、並びに上場申請手続のマネ

ジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所のホームページ等に掲げら

れるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事

項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を

含みますが、これらに限られません）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任

その他の一切の責任を負いません。 
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第一部【企業情報】 

 

第１【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

 

第２【企業の概況】 

 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次  第１期 第２期 第３期 第４期(中間) 

決算年月  2021年６月 2021年10月 2022年10月 2023年４月 

売上高 (千円) 110,505 124,071 519,906 321,534 

経常利益又は経常損失（△） (千円) 1,755 △2,180 29,938 △21,231 

親会社株主に帰属する 
当期純利益又は 

親会社株主に帰属する 

当期(中間)純損失（△） 

(千円) △5 7,348 19,661 △20,283 

包括利益又は中間包括利

益 
(千円) △5 7,348 19,661 △20,283 

純資産額 (千円) 89,894 97,242 116,904 96,621 

総資産額 (千円) 119,288 173,009 285,356 363,751 

１株当たり純資産額 (円) 99.99 108.17 130.04 107.48 

１株当たり配当額 

(１株当たり中間配当額) 
(円) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期(中間)純損

失（△） 

(円) △0.05 8.17 21.87 △22.56 

潜在株式調整後１株当た

り当期(中間)純利益 
(円) － － － － 

自己資本比率 (％) 75.4 56.2 41.0 26.6 

自己資本利益率 (％) △0.0 7.9 18.4 △19.0 

株価収益率 (倍) － － － － 

配当性向 (％) － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △47,235 6,781 40,293 △14,467 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △4,604 △2,059 △53,099 △31,570 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) 80,900 20,000 47,600 82,140 

現金及び現金同等物の期

末(中間期末)残高 
(千円) 29,059 53,781 88,574 124,676 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

26 

(－) 

29 

(－) 

52 

(７) 

74 

(７) 

（注）１．当社は2020年 10月 30日に設立され、第１期は2020年 10月 30日から 2021年６月30日までの８ヶ月と２日となっ
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ており、第２期は決算期の変更により 2021年７月１日から 2021年 10月 31日までの４ヶ月間となっております。 

２．第１期より、株式会社IBIS東海を連結子会社としております。なお、みなし取得日を2020年11月１日としているた

め、第１期より株式会社IBIS東海を連結しております。 

３．第１期において、株式会社ICS名古屋は2021年２月17日付で株式取得により当社の子会社となったため、連結の範囲

に含めております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期(中間)純利益については、第１期及び第４期は、１株当たり当期（中間）純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第２期、第３期は、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

５．株価収益率については、当社株式が非上場であるため記載しておりません。 

６．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 

７．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は除く）は、年

間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

８．特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第110条第５項の規定に基づき、第３期及び第４期（中間）の連

結財務諸表について監査法人コスモスの監査を受けておりますが、第１期及び第２期の連結財務諸表については、

当該監査を受けておりません。 

９．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第３期の期首から適用しており、第３

期及び第４期（中間）に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。 

10．2023年１月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりますが、第１期の期首に当該株式分割が行

われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期(中間)純損失を算定してお

ります。 
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２【沿革】 

2018年に当社取締役の加藤咲江が就労継続支援B型事業所の運営を目的として設立した「株式会社花大和」が

当社グループの原点であります。その後、本格的に事業化することを目的に、創業時より連携および支援をし

ていた永江榮司が当社を設立し、株式会社花大和を連結子会社として資本参加する形で、当社グループを形成

して参りました。 

年月 事項 

2018年 12月 株式会社花大和（現株式会社IBIS東海（連結子会社））設立 

2019年 ４月 株式会社花大和が就労継続支援B型事業所「アイビス上前津」開所 

2020年 10月 就労継続支援B型事業への参入および純粋持株会社体制への移行を見据え、当社を設立 

       11月 株式会社花大和が就労継続支援B型事業所「アイビス太閤」開所 

       12月 株式会社花大和が株式会社IBIS東海に会社名称を変更 

2021年 １月 株式会社IBIS東海の全株式を取得し、連結子会社化 

       ２月 株式会社ICS名古屋（連結子会社）を設立し、相談支援事業を開始 

       ３月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス八事」開所 

       ４月 株式会社ICS名古屋が「アイビス名古屋相談支援センター」を開所 

       ５月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス今池」開所 

       ６月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス星ヶ丘」開所 

       ８月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス砂田橋」開所 

2022年 １月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス徳重」開所 

       ２月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス新瑞橋」開所 

       ７月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス金山」開所 

       ９月 施設外作業所を運営する目的で株式会社HUGアイビス（連結子会社）を設立 

       12月 株式会社関東IBIS（連結子会社）を設立し、関東圏で就労継続支援B型事業を開始 

 株式会社HUGアイビスが施設外作業所「イオンタウン名西」開所 

2023年 １月 株式会社IBIS東海が就労継続支援B型事業所「アイビス池下」開所 

    ４月 株式会社HUGアイビスが「久屋施設外作業所（h.u.g-flower Hisaya-odori）」開所 

 株式会社ICS名古屋が相談支援事業を休止 

    ５月 株式会社ICS名古屋がグループホーム事業を開始し、「アイビスの家 尾張旭東山」開設 
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当社グループの現在に至るまでの沿革を図示いたしますと、次のようになります。 

 

［各グループ会社の設立］ 

 

 

 

［施設の開所］ 

 

（※注１）㈱関東IBISの施設は2023年８月末時点で未開設であります。 

（※注２）相談支援事業については、2023年８月末時点では事業活動を休止しております。 

  

 ＜持株会社＞ ＜就労継続支援B型＞ ＜相談支援事業＞ ＜施設外作業所事業＞ 

 

2020年10月 

 

㈱アイビスHD 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㈱IBIS東海 

 

 

 

 

 

 

㈱関東IBIS 

 

 

 

 

 

 

㈱ICS名古屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㈱HUGアイビス 

 

 

 

 

2021年１月 

 

2021年２月 

 

 

2022年９月 

 

2022年12月 

 

 ＜持株会社＞ ＜就労継続支援B型＞ 

（※注１） 

＜相談支援事業＞ 

（※注２） 
＜グループホーム事業＞ 

＜施設外作業所事業＞ 

 ㈱アイビスHD ㈱IBIS東海 ㈱ICS名古屋 ㈱HUGアイビス 

     

2019年４月  アイビス上前津   

     

2020年11月  アイビス太閤   

     

2021年３月  アイビス八事   

    ４月   アイビス名古屋  

       ５月  アイビス今池 相談支援センター  

    ６月  アイビス星ヶ丘   

    ８月  アイビス砂田橋   

     

2022年１月  アイビス徳重   

    ２月  アイビス新瑞橋   

    ７月  アイビス金山   

12月    イオンタウン名西 

    施設外作業所 

2023年１月  アイビス池下   

４月    久屋施設外作業所 

５月   アイビスの家  

   尾張旭東山  

株式取得 

出

資

設

立 
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３【事業の内容】 

当社グループは、当社（株式会社アイビスホールディングス）、連結子会社４社（株式会社IBIS東海、株式

会社ICS名古屋、株式会社HUGアイビス、株式会社関東IBIS）の５社により構成されています。 

現在の当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントでありますが、事業の内容は（１）就労継

続支援B型事業、（２）相談支援事業、（３）グループホーム事業、（４）施設外作業所事業の４つに大別され、

それらを構成する事業内容と各社の位置付けは以下の通りです。 

 

セグメント 業務内容 事業会社 

就労支援サービス事業 

就労継続支援B型事業 ㈱IBIS東海 ㈱関東IBIS 

相談支援事業 ㈱ICS名古屋 

グループホーム事業 ㈱ICS名古屋 

施設外作業所事業 ㈱HUGアイビス 

 

（１） 会社の経営の基本方針 

当社グループは、「すべてのあなたをHAPPYに」を経営理念として掲げ、サービスをご利用いただく障

がい者の方々はもちろん、従業員や取引先も含め、当社に関わるすべてのステークホルダー（利害関係

者）ひとりひとりに、自身の幸福を追求できる環境を提供することを、会社経営の基本方針としており

ます。 

 

（２） 事業の内容 

当社グループは、愛知県において、障害者総合支援法に基づく就労継続支援B型事業所の運営を主軸と

した就労継続支援B型事業、相談支援センターの運営を主軸とした相談支援事業、共同生活援助（グルー

プホーム）サービスの提供を行うグループホーム事業、施設外就労を行う施設外事業所の運営を主軸と

した施設外事業所事業、以上４つの事業を行っております。 

なお、2023年３月15日の取締役会において、2023年４月１日以降の相談支援センターにおける相談支

援事業を休止する決議をしておりますので、今後は相談支援事業を除く３つの事業を中心に事業展開を

行い、障がい者の皆様の日中活動から生活援助に至るトータル支援を行ってまいります。 

 

① 就労継続支援B型事業 

連結子会社株式会社IBIS東海、株式会社関東IBISにおいて、障害者総合支援法の訓練等給付に基づく

就労継続支援B型事業を行っております。就労継続支援B型施設においては、利用者が利用者自身のペー

スで訓練を行い、一般就労に向けた支援をしております。 

2023年８月末現在、愛知県名古屋市内において株式会社IBIS東海が『アイビス』ブランドで10施設を

展開しております。 

2023年８月末現在、株式会社関東IBISの施設は未開設です。 

多店舗展開することで、それぞれの施設で行う作業に特色を出すことができ、利用者が興味の持てる

作業の選択肢を多く提供することができます。各施設の主な作業は[施設の特色]を参照ください。 

また、当社グループが運営する施設とは別に、施設外作業所での作業も「施設外就労」として、一定

の要件を満たせば、訓練給付費受給の対象活動となるため、施設での就労訓練に加え、施設外就労につ

いても本事業での取り組みとなります。 

現在、[施設の特色]に記載する５ヶ所の施設外作業所運営企業５社とそれぞれ請負契約を締結し、利

用者が施設外作業所にて作業を行っておりますが、５社いずれも当社グループと資本関係・人的関係は

ありません。 

なお、連結子会社株式会社HUGアイビスにて施設外作業所を２ヶ所開設しておりますので、当社グルー

プによる施設外作業所事業については、④施設外作業所事業にて詳述します。 
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［施設の特色］ 

施設／施設外 主な作業 

＜施設＞ 

アイビス上前津 軽作業（シール貼り、ラベリング等） 

アイビス今池 PCデザイン 

アイビス太閤 クラフト制作（クラフトバンド・雑貨小物等） 

アイビス八事 珈琲豆焙煎 

アイビス星ヶ丘 クラフト製作（PPバンド等）・販売管理 

アイビス砂田橋 菓子製造・菓子梱包・箱詰め 

アイビス徳重 菓子梱包・箱詰め・EC発送 

アイビス新瑞橋 軽作業・アクセサリー制作 

アイビス金山 陶芸・ダイヤモンドビーズ製作 

アイビス池下 PCデザイン・紙製品制作 

＜当社グループ運営の施設外＞ 

イオンタウン名西施設外 菓子販売・小売り店舗運営・ECサイト運営 

久屋大通施設外 菓子販売・小売り店舗運営 

＜協力企業（※注）運営の施設外＞ 

菊井施設外 陶芸・革製品製作・軽作業・PC作業 

丸田町施設外 WEB通販・アクセサリー制作・デザイン印刷 

尾張旭施設外 軽作業・菓子梱包 

熱田施設外 倉庫・ピッキング作業 

丸の内施設外 軽作業・倉庫・ピッキング作業 

（※注）協力企業は当社グループと資本関係・人的関係はありません。 

 

 

[作業内容および製作品] 

 
  

アイビス太閤
クラフトバンド製品

アイビス徳重
箱組立て

アイビス徳重
チーズケーキ

箱詰め

アイビス金山
陶器製品

アイビス徳重
箱組立て

＜陶芸＞

＜菓子梱包＞

＜菓子梱包・箱詰め＞

アイビス星ヶ丘
PPバンド製品

アイビス金山
ろくろ制作

アイビス金山
窯入れ

＜ＥＣ販売＞

＜クラフト製作＞

アイビス徳重
ラングドシャ箱詰め

アイビス砂田橋
ラングドシャ袋詰め

アイビス砂田橋
検品作業

アイビス太閤

アイビス星ヶ丘

アイビス徳重

＜就労継続支援B型施設外観＞
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（就労継続支援B型事業「アイビス」の事業系統図） 

 

 

 

② 相談支援事業 

連結子会社株式会社ICS名古屋において、障害者総合支援法の相談支援に基づく相談支援事業（計画相

談および一般相談）を行っております。相談支援センターにおいては、利用者の個別支援計画を作成す

るとともに、利用者の特性や能力に応じて、サービスのアドバイスを行っております。 

  2023年８月末現在、愛知県名古屋市において、アイビス名古屋相談支援センターを１ヶ所展開してお

りますが、2023年４月以降の相談支援事業の休止を決定したため、現在は活動を行っておらず、今期中

の事業停止を予定しております。 

 

（相談支援事業「アイビス名古屋相談支援センター」の事業系統図）  

就労継続支援B型事業所

（株式会社IBIS東海、株式会社関東IBIS）

外部企業等

（施設外運営企業、取引先等）

利用者

市町村

国民健康保険連合会

給付費申請

工賃支払い

障碍者手帳・受給者証の発行

福祉・障害サービスの申込・更新

支援サービス・生産活動の機会等の提供

給付費支払い

支援サービス・生産活動の機会等の提供

施設の利用

施設外事業所の利用

業務委託業務請負
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③ グループホーム事業 

連結子会社株式会社ICS名古屋において、障害者総合支援法の訓練等給付に基づく共同生活援助（グル

ープホーム）事業を行っております。相談支援サービスにおいて個別支援計画を作成した利用者のうち、

居住利用希望者に対して、居住空間の提供および食事や生活介助等のサービス提供を行っております。 

また、短期入所（ショートステイ）としての認可を得ており、利用者のニーズに合わせ、効率的な施

設運営を図ってまいります。 

2023年８月末現在、愛知県尾張旭市において、アイビスの家尾張旭東山を１ヶ所展開しております。 

 

（グループホーム事業「アイビスの家」の事業系統図） 

 

 

 

④ 施設外作業所事業 

連結子会社株式会社HUGアイビスにおいて、障害者総合支援法の施設外就労に基づく施設外作業所を運営

しております。施設外作業所として就労継続支援B型の利用者を受け入れ、作業委託をすることで、事業展

開しております。 

障害者総合支援法に基づく施設外就労では、就労継続支援B型事業所は施設外作業所を運営する法人と請

負契約を締結し、施設外作業所内で作業を受託することで、施設での作業と同様に訓練給付費を受け取り、

利用者に工賃を支払うことが可能になります（実際には、B型スタッフの人員数等、一定の要件を満たす必

要があります）。 

施設外作業所は作業を委託した成果物等（商品・製品やサービス）が外部へ販売がなされた場合、施設

外作業所としての収入となりますが、施設外就労により、施設が受給する訓練給付費は①就労継続支援B型

事業における収入となります。（「施設外作業所イメージ図」を参照） 

施設外就労において、受託する作業について法的な制約はありませんが、現在イオンタウン名西施設外

での主な作業は、中部地方を拠点に洋菓子製造を行っているh.u.g-flower社の協力をいただき、商品の検

品や梱包等の軽作業および店舗（施設外作業所）やECサイトでの洋菓子販売を行っております。また、久

屋施設外では、同じくh.u.g-flower社の協力をいただき、h.u.g-flower Hisaya-odori店として、イートイ

ンとテイクアウトで洋菓子やスイーツの販売を行っております。 

なお、厚生労働省においても、利用者が施設外就労をすることには、利用者工賃の向上や一般就労への

ステップになる等、一定の効果があるとの見解もあり、当社グループとしても積極的に取り組んでまいる

相談支援事業所
相談支援専門員 / 相談員
（地域相談支援）

利用者

市町村

国民健康保険連合会

給付費申請

障碍者手帳・受給者証の発行

福祉・障害サービスの申込・更新

相談サービスの提供

給付費支払い

相談サービスの利用

利用者の紹介

グループホーム
「アイビスの家」

（株式会社ICS名古屋）

給付費申請給付費支払い

生活住居・日常活動支援等の提供

グループホームの利用
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方針です。 

2023年８月末現在、愛知県名古屋市において、イオンタウン名西施設外作業所、久屋施設外作業所の２

ヶ所展開しております。 

 

（施設外作業所事業の事業系統図） 

 

 

 

 

[施設外作業所イメージ図] 

 

 

 

施設外作業所については、資本関係のない協力企業と連携して取り組みをしてまいりましたが、2022年

９月に連結子会社株式会社HUGアイビスを設立し、当社グループとして施設外作業所の運営を開始いたしま

した。 

グループ内とグループ外の施設外作業所に関して、それぞれで利用メリットがありますので、グループ

就労継続支援B型事業所

施設外運営企業

（株式会社HUGアイビス）

利用者

市町村

国民健康保険連合会

給付費申請

工賃支払い

障碍者手帳・受給者証の発行

福祉・障害サービスの申込・更新

支援サービス・生産活動の機会等の提供

給付費支払い

支援サービス・生産活動の機会等の提供

施設の利用

施設外事業所の利用

業務委託業務請負

（株式会社IBIS東海、株式会社関東IBIS）

利用者

施設外作業所
運営企業

（HUGアイビス）

作業委託

作 業
（指示はB型スタッフ）

検品
箱組立て
箱詰め
など

役務提供

菓子
材料

箱

資材

商品

就労継続支援B型
事業所

（IBIS東海）
（関東IBIS）

外部顧客

販売業務
（指示はB型スタッフ）

販売業務委託

店頭販売業務

請負契約※

請負代金

販売（売上）

市町村

国民健康保険連合会

給付費
支払い

給付費
申請

（施設外就労）

※作業と販売業務を請け負う場合

施設外作業所
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内外でのバランスを取りながら、施設外作業所の拠点を増やしてまいります。 

 また、グループ内、グループ外を問わず、施設外作業所で行う作業については、利用者の通所日数増及

び一般就労に資する作業を取り入れ、当該事業の収益性は重要ではありますが、それのみに基づく判断は

しない方針です。 

  

  [利用メリット] 

 当社グループとしてのメリット 施設利用者としてのメリット 

グループ内 

施設外作業所 

施設外作業所での事業における売上が 

計上される 

施設利用者の状況に応じた柔軟な事業

運営が可能となる 

施設と施設外作業所を同一のグループ

が運営することで、利用者自身に合っ

た作業を選択することが可能となる 

グループ外 

施設外作業所 

施設外作業所の運営企業が事業運営を 

担うため、設備投資や運転資金等、 

事業資金は必要ない 

一般就労での就業環境により近くなる

ため、一般就労により近づくことが 

可能となる 

 

 

 

2023年８月末現在、施設外作業所は連結子会社１社及び協力企業５社に運営いただいております。 

 施設外作業所名称 所在地 

イオンタウン名西施設外 愛知県名古屋市西区 

久屋施設外 愛知県名古屋市中区 

菊井施設外 愛知県名古屋市西区 

丸田町施設外 愛知県名古屋市中区 

尾張旭施設外 愛知県尾張旭市 

熱田施設外 愛知県名古屋市中区 

丸の内施設外 愛知県名古屋市中区 

 ※各施設外作業所での作業については[施設の特色]を参照ください。 
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４【関係会社の状況】 

（注）１ 2022年11月15日開催の取締役会決議に基づき、2022年12月12日付で株式会社関東IBISを設立し、連結子会社化して

おります。 

２ 株式会社IBIS東海、株式会社ICS名古屋、株式会社HUGアイビス及び株式会社関東IBISは特定子会社であります。 

３ 下記については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。 

主要な損益情報等 

 
株式会社IBIS東海 

2022年10月期 

株式会社IBIS東海 

2023年４月期 

（１）売上高 497,362千円 307,885千円 

（２）経常利益 30,297千円 △15,705千円 

（３）当期純利益 21,815千円 △10,922千円 

（４）純資産額 32,701千円 21,778千円 

（５）総資産額 235,400千円 266,052千円 

 

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 主要な事業の内容 

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

株式会社IBIS東海 
（注）２、３ 

名古屋市 
東区 

30,000  就労継続支援B型事業 100.0  
役務の提供 
資金の立替 
役員の兼任 

株式会社ICS名古屋 
（注）２ 

名古屋市 
東区 

9,900  
相談支援事業 

グループホーム事業 
100.0 

役務の提供 
資金の立替 
役員の兼任 

株式会社HUGアイビス 
（注）２ 

名古屋市 
東区 

9,900  施設外作業所事業 100.0 
役務の提供 
資金の立替 
役員の兼任 

株式会社関東IBIS 
（注）１、２ 

東京都 
千代田区 

9,900  就労継続支援B型事業 100.0 
役務の提供 
資金の立替 
役員の兼任 
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５【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

2023年８月 31日現在 

セグメント名称 従業員数（人） 

就労支援サービス事業 65 (５) 

合計 65 (５) 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は除く）は、最

近１年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

 

（２）発行者の状況 

 2023年８月31日現在   

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

５ (－) 44.0 0.8 4,420 

 

セグメントの名称 従業員数(人) 

就労支援サービス事業 ５ (－) 

合計 ５ (－) 

 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は除く）は、最

近１年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 

（３）労働組合の状況 

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

当社グループの業績及びキャッシュ・フローの状況の概要は次の通りであります。 

（１）業績 

 第３期連結会計年度（自 2021 年 11 月 1 日 至 2022 年 10 月 31 日） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により緊急事態宣言の発令やまん延

防止重点措置の適用が繰り返されるなど、長期間に渡って経済活動が抑制される厳しい状況となりました。ワク

チン接種をはじめ日本政府の各種政策の効果が現れ、海外経済が先行して改善傾向にあることから、持ち直しの

動きが続くことが期待されておりますが、引き続き感染拡大による経済の下振れリスクは大きく、先行きが不透

明な状況が続いております。一方で、当社グループを取り巻く事業環境においては、厚生労働省障害保険福祉部

の障害福祉サービス関係費の予算概算要求額が 2007年から 2022年の 15年間で約 3.4倍になり、サービス種類別

にみた総費用額における就労継続支援 B型、計画相談も拡大傾向を示しており、障がい者の自立支援や引きこも

り対策といった社会課題の解決に対する社会の関心はますます高まってきております。 
以上の結果、当連結会計年度の売上高は 519,906 千円、営業利益は 30,117 千円、経常利益は 29,938 千円、親

会社株主に帰属する当期純利益は 19,661千円となりました。 

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首から適用しており、この結果、前連結会計年度と収益の会計処理が異なるこ

とから、業績に関する説明において増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しております。 
また、当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略してお

ります。 

 

 第４期中間連結会計期間（自 2022 年 11 月 1 日 至 2023 年 ４ 月 30 日） 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大による厳しい経済活動の制限

が徐々に緩和される等、経済活動が正常化していく動きが見られました。一方で、ウクライナ情勢の長期化、エ

ネルギーを中心とした物価上昇等により、依然として不透明な状況が続いております。 

このような環境のもと、当社グループは就労継続支援B型事業及び施設外作業所事業において、既存事業所及び

施設外作業所での利用促進のため、東海地区における新規出店や新たな作業を受託するための設備投資等を進め

たことから、人件費、設備投資、地代家賃等の諸経費が先行して発生することとなりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は 321,534千円、営業損失は 27,883千円、経常損失は 21,231

千円、親会社株主に帰属する中間純損失は 20,283千円となりました。 

なお、当社グループは、第３期においては、中間連結財務諸表を作成していないため、業績に関する説明にお

いて増減額及び前期比（％）を記載せずに説明しております。 

また、当社グループは、就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略して

おります。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

第３期連結会計年度（自 2021 年 11 月 1 日 至 2022 年 10 月 31 日） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は 88,574 千円（前連結会計年度

比 34,793千円増加）となりました。 
各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下の通りであります。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動により増加した資金は、40,293 千円（前連結会計年度は 6,781 千円の増加）

となりました。これは税金等調整前当期純利益が 23,836 千円となり、賞与引当金の増加により 16,442 千円増

加したこと等が主な要因となっております。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度における投資活動により減少した資金は、53,099 千円（前連結会計年度は 2,059 千円の減少）

となりました。これは有形固定資産の取得による支出により 36,879 千円、差入保証金の差入による支出により

9,338千円、無形固定資産の取得による支出により 7,345千円減少したこと等が主な要因となっております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度における財務活動により増加した資金は、47,600 千円（前連結会計年度は 20,000 千円の増

加）となりました。これは関係会社長期借入金の返済による支出により 30,000 千円減少したものの、長期借入

れによる収入により 77,600千円増加したことが要因となっております。 

 

第４期中間連結会計期間（自 2022 年 11 月 1 日 至 2023 年 ４ 月 30 日） 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比

べ36,101千円増加し124,676千円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下の通りであります。 

なお、当社グループは、第３期においては、中間連結財務諸表を作成していないため、以下のキャッシュ・フ

ローの状況に関する説明において増減額を記載せずに説明しております。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動により減少した資金は、14,467千円となりました。これは税金等調整

前中間純損失が19,967千円となり、賞与引当金の減少により15,739千円減少したこと等が主な要因となってお

ります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動により減少した資金は、31,570千円となりました。これは有形固定資

産の取得による支出により21,617千円、差入保証金の差入による支出により8,680千円減少したこと等が主な要

因となっております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動により増加した資金は、82,140千円となりました。これは、主に、長

期借入れによる収入により80,000千円増加したこと等が主な要因となっております。 

 

２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当社グループは生産活動を行っていないため、該当事項はありません。 

 

（２）受注状況 

当社グループは受注活動を行っていないため、該当事項はありません。 

 

（３）販売実績 

第３期連結会計年度における事業別販売実績を示すと、次の通りであります。 

なお、当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、事業別の実績を記載しており

ます。 

 

事業名 

当連結会計年度 
（自 2021年11月１日 
至 2022年10月31日） 

（千円） 

前期比（％） 
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（注）１ 施設外作業所事業は、当連結会計年度において販売実績がないため記載しておりません。 
２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

相手先 

前連結会計年度 
（自 2021年７月１日 

   至 2021年 10月 31日） 

当連結会計年度 
（自 2021年 11月１日 

   至 2022年 10月 31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

愛知県国民健康保険団体連合会 100,431 80.9 452,746 87.1 

 

第４期中間連結会計期間における事業別販売実績を示すと、次の通りであります。 

なお、当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、事業別の実績を記載しており

ます。 

（注）１ 当社グループは、第３期においては、中間連結財務諸表を作成していないため、前期比（％）を記載

しておりません。 
２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

相手先 

当中間連結会計期間 
（自 2022年11月１日 

   至 2023年４月30日） 

金額（千円） 割合（％） 

愛知県国民健康保

険団体連合会 
266,137 82.8 

  

就労継続支援B型事業  497,362 315.1 

相談支援事業  9,943 383.8 

その他  12,600 472.7 

合計  519,906 319.0 

事業名 

当中間連結会計期間 
（自 2022年11月１日 
至 2023年４月30日） 

（千円） 

前期比（％） 

就労継続支援B型事業  303,405 － 

相談支援事業  4,183 － 

施設外作業所事業  5,645 － 

その他  8,300 － 

合計  321,534 － 
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３【対処すべき課題】 

文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において、当社グループが判断したものであります。 

 

（１） 関係法令の遵守 

当社グループの就労継続支援B型事業及び相談支援事業では、障害者総合支援法をはじめとした関係法令に基

づいたサービス提供を行うことから、事業の継続的な運営には関係法令の遵守が前提となります。そのため、

当該関係法令の遵守が重要課題であると認識しております。当社グループは今後の関係法令の法改正に柔軟に

対応するとともに、内部管理体制の拡充や社員教育や研修等によるコンプライアンス体制の強化に継続的に取

り組んでまいります。 

 

（２） 人材確保と人材育成 

当社グループの就労継続支援B型事業及び相談支援事業は、お客様や利用者に対する直接的なサービス提供が

主であることから、当社グループの事業運営にあたっては優秀な人材の確保、育成、定着が重要課題であると

認識しております。そのため、社員それぞれの働き方に合った多様なキャリアパスや人事制度を整備するとと

もに、育成や定着のため、入社時の社員研修の強化、システム導入による業務負担の軽減、長時間労働防止施

策の徹底、働きやすい職場環境の改善等を継続的に実施してまいります。 

 

（３） 就労継続支援B型事業を中心とした関連障害福祉事業における提供サービスの質の向上 

当社グループの就労継続支援B型事業及び関連する障害福祉事業において、お客様や利用者の就労ニーズは高

度化・複雑化が進んでおり、これに対応するためには提供サービスの品質の維持向上が重要課題であると認識

しております。当社グループでは、アイビスルールブックを制定し、日々のアップデートを通じて、従業員の

行動指針や施設での規則を定めることで、提供サービスの質の向上を図っております。そのため、ルールブッ

クの改良とその内容を全社的に周知する活動を継続するとともに、外部講師による勉強会や研修制度の充実等

を継続的に実施することで、お客様や利用者に提供するサービスの質の向上を実施してまいります。 

 

（４） 収益源の多角化 

第３期連結会計年度における就労継続支援B型事業及び相談支援事業の当社グループ売り上げに占める割合は

97.6％であり、また、第４期中間連結会計期間における就労継続支援B型事業及び相談支援事業の当社グループ

売り上げに占める割合は95.7％であり、障害者総合支援法に基づく事業の売り上げが売上構成比のほぼ全てを

占めていることは、日本政府の障害福祉政策の動向に大きく影響を受けるビジネスモデルであり、短期的には

障害福祉政策の影響を受ける可能性があります。当面は、就労継続支援B型事業及び関連する障害福祉事業の成

長を目指しますが、一方で利用者のニーズが多様化すれば、就労継続支援B型事業に限定せず、中長期的には、

新規事業の拡大等による収益源の多角化を進めていく可能性があります。 
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４【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しておりま

す。 

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応

に努める方針ですが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上

で行われる必要があると考えております。 

また、文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社グループが判断したものであり、

実際の結果とは異なる可能性があります。 

 

（１）法的規制等について 

当社グループは、事業活動を行う上で、「障害者総合支援法」等様々な法規制の適用を受けております。 

当社グループでは、法令・諸規則遵守の強化を図るため内部管理体制の整備・強化に努めておりますが、今

後、これらの法律の改廃、法的規制の新設、適用基準の変更等がなされた場合、また、何らかの事情により法

律に抵触する事態が生じた場合には、当社グループの事業展開及び業績に影響を与える可能性があります。 

とりわけ当社グループの事業モデルは、国からの報酬を主な収益源としており、３年ごとに実施される障害

福祉サービスの報酬改定にて下方の改定が行われた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。 

また、障害福祉サービスの各事業所は、都道府県知事、政令指定都市市長又は中核市市長から設置の指定

（６年ごとの更新）を受けるものであり、指定には人員、設備及び運営に関する基準が規定されており、これ

らの規定に従って営業する必要があります。 

当社グループの提供する就労支援事業に必要な指定・許認可は、以下の通りです。 

障害福祉サービスの指定は事業所単位で取得しており、法人全体として組織的な不正が認められるといった

場合を除き、指定の取消等についても事業所毎に検討されます。現時点において、当社グループの運営する障

害福祉サービス事業所に指定取消や営業停止は発生しておりませんが、今後何らかの原因によりこれらの指定

が取り消された場合や営業停止となった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

特に、各事業所には指定を受ける際に、「障害者総合支援法」では省令「障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」にお

いて、報酬に係る算定基準を定め、指定承認を受けることとなりますが、施設運営を継続する中で、配置基準

や施設運営職員の役割に応じて、加算または減算となることがあります。よって、指定時には満たしていた要

件であっても、施設運営や会社経営による事情から当該要件が満たせなくなった場合、各事業所または会社全

体で減算となり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

また、厚生労働省の通知「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の

留意事項について」にて、定員超過やサービス管理責任者欠如減算等、報酬の減算対象がそれぞれ明記されて

おりますが、各都道府県知事は減算の対象となる事案については指導すること、また、指導に従わない場合に

は、指定の取消しを検討すると定められており、その運用は各自治体に委ねられております。 

当社グループでは、上記の省令や通知事項等を遵守し、細心の注意を払っておりますが、今後、国による制

度、各自治体の運用方針や通知事項が変更された場合には、これまで通りの運営が困難となり、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。 

 

（２）人材の確保について 

当社グループの就労継続支援B型事業や相談支援事業は、お客様や利用者に対する直接的なサービス提供が主

取得 所轄官庁 許認可名称 許認可内容 有効期限 主な許認可取消事由 

当社  

各事業所  

都道府県

等  

指定障害福

祉サービス 

障害者総合支援法の 

就労継続支援B型 

６年毎の

更新  

 

障害者総合支援法第50条

（指定の取消等） 

障害者総合支援法の 

相談支援（特定・一般） 

障害者総合支援法第51条の

29（指定の取消等） 
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であり、また障害者総合支援法に基づき、有資格者の配置を含む一定の人員基準及び設備基準が定められてい

るため、今後の事業展開に応じた優秀な人材の持続的な確保及び育成が必要となっております。当社グループ

では幅広い採用活動を行うとともに、社内研修の充実等により人材の確保及び育成に努めておりますが、他社

からの引き抜き等により人材の確保が今後の事業展開の速度に対応できない場合には、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。 

 

（３）事業所展開について 

当社グループでは、お客様や利用者が利用しやすい立地条件、事業所の採算性等を総合的に勘案し新規事業

所開設を行っていく方針としております。しかしながら、当社グループの新設条件に合致する物件が見つから

なかった場合や、工事や人材確保等の遅れにより開設が遅延した場合、当初計画通りに新規事業所開設ができ

なくなり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（４）個人情報の保護について 

当社グループの就労支援事業においては、利用者の氏名、住所、連絡先等の情報を保持しております。これ

ら顧客の個人情報の取扱いについては厳重に管理し、万全を期しておりますが、万が一漏洩するようなことが

あった場合、顧客からだけでなく、広く社会的な信用を失墜することとなり、事業所の許認可及び指定に影響

が出る等、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（５）自然災害について 

当社グループは、愛知県に本部機能、就労継続支援B型事業所、相談支援事業所、共同生活援助施設、施設外

作業所を有しており、これらの拠点は南海トラフ巨大地震防災対策推進地域に指定されております。巨大地震

が発生し、津波、火災や水害などの被害を受けた場合は、利用者や従業員、建物などに被害が及ぶ可能性があ

ります。その場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（６）訴訟等について 

当社グループでは、現在までのところ訴訟の実績はありません。しかしながら、利用者が事業所を利用して

いる際の事故等により生じた損害について、当社グループの過失責任を問う訴訟が係属し、当社グループの責

任が認められた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（７）運営施設の事故等 

当社グループは、施設運営において、お客様や利用者の安全を確保する体制を整備していることから、これ

まで業績に多大な影響を与えるような事故等は発生しておりません。しかしながら、万が一運営施設において

重大な事故等が発生した場合、所管する自治体等からの業務停止命令や訴訟及び風評被害等による多数の利用

者減少により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（８）風評等の影響について 

当社グループの事業はお客様及び利用者、そのご家族、行政機関や医療機関等の関係機関、就労先や取引先

等の企業、地域社会の皆様との連携の上に成り立っております。当社グループの従業員には引き続き、企業理

念やコーポレートミッションの浸透及び高いコンプライアンス意識の保持のための社内研修を実施してまいり

ます。しかしながら、当社グループの従業員の不祥事等何らかの事象の発生や、当社グループに対して不利益

となる情報や風評が流れた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（９）感染症について 

感染症について、従業員において検温や手洗い・うがい、アルコール消毒等の感染予防の徹底を行っており

ますが、利用者や取引先等の間で感染が拡大した場合、新規利用者の受入停止や事業所の営業自粛等により、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（10）食品衛生関連事項について 
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  当社は、食品衛生法に基づき、所管保健所から菓子製造許可を取得するとともに、小売、小分け作業の届出

をしており、食品の製造・小売・小分け作業を行う全ての施設に食品衛生管理者を配置しております。また、

各施設では施設運営管理規程に基づき衛生や品質に対する管理を徹底しております。しかしながら、万が一、

食中毒が発生した場合、当社グループの経営成績又は財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

（11）競合について 

当社グループが属する障害福祉サービス業界は、提供サービスが人材の質に左右される傾向の強い業種であ

り、当社グループは、当社グループのミッションに強く共感している人材を積極的に採用することで、競合他

社との差別化を図っております。しかしながら、本発行者情報公表日現在以降において、さらなる競合他社の

事業拡大や新規参入等がある場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（12）固定資産の減損会計について 

当社グループは、すでに固定資産の減損会計を適用しておりますが、今後当社グループが保有する固定資産

を使用する事業所の業績が悪化し、回復が見込まれない場合や、固定資産の市場価格が著しく低下した場合に

は、当該固定資産について減損損失を計上することにより、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。 

 

（13）特定人物への依存について 

当社の代表取締役社長である永江榮司は当社グループの創業者であり、当社グループの経営方針や経営戦略

の立案及び決定において重要な役割を果たしております。当社グループはノウハウの共有、人材の獲得及び育

成等により組織体制の強化を図り、同氏に過度に依存しない経営体制の構築を進めてまいります。しかしなが

ら、不測の事態により同氏の当社グループにおける職務執行が困難となった場合には当社グループの今後の事

業展開、業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

（14）社歴が浅いことについて 

当社は、2020年10月に設立された社歴の浅い会社であります。従って、期間業績比較を行うための十分な財

務情報を得られず、過年度の業績のみでは今後の業績を判断する情報としては不十分な可能性があります。 

 

（15）配当未実施について 

当社グループでは、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付けております。しかしなが

ら、本発行者情報公表日現在において、当社グループは成長拡大の過程にあると考えており、経営基盤の強化

及び積極的な事業展開のために内部留保の充実を図り、財務体質の強化と事業拡大に向けた投資に充当するこ

とで、更なる事業拡大を実現することが株主に対する最大の利益還元につながると考えております。将来的に

は、経営成績及び財政状態を勘案しながら株主への利益の配当を検討する方針でありますが、配当の実施及び

その時期等については現時点において未定であります。 

 

（16）情報システム障害について 

当社グループは、請求業務やERPにおいて、様々なシステムを利用しています。サーバーダウン等のシステム

障害が生じた場合には、別の支援サービスを提供する等の対策をとっておりますが、当該システム障害が長期

にわたる場合には、利用者等へ支援サービス提供が困難になり、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。 

 

（17）J-Adviserとの契約について 

当社は、㈱東京証券取引所が運営を行なっております証券市場TOKYO PRO Marketに上場予定です。当社では、

フィリップ証券㈱を担当J-Adviserに指定することについての取締役会決議に基づき、2021年10月27日にフィリ

ップ証券㈱との間で、担当J-Adviser契約（以下「当該契約」といいます）を締結しております。当該契約は、

TOKYO PRO Marketにおける当社株式の新規上場及び上場維持の前提となる契約であり、当該契約を解除し、か

つ、他の担当J-Adviserを確保できない場合、当社株式はTOKYO PRO Marketから上場廃止となります。当該契約
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における契約解除に関する条項及び契約解除に係る事前催告に関する事項は以下の通りです。 

  なお、本発行者情報の公表日現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は生じておりません。 

 

＜J-Adviser契約解除に関する条項＞ 

当社（以下「甲」という）が次のいずれかに該当する場合には、フィリップ証券㈱（以下「乙」という）は

J-Adviser契約（以下「本契約」という）を即日無催告解除することができる。 

① 債務超過 

甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内に債務超過の状態から脱却し

えなかったとき、すなわち債務超過の状態となった事業年度の末日の翌日から起算して１年を経過する日

（当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過する日の後最初に到

来する事業年度の末日）までの期間（以下この項において「猶予期間」という）において債務超過の状態

から脱却しえなかった場合。但し、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続又は私的整理に関

するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該

１年を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状態から脱却することを計画している場合（乙が適

当と認める場合に限る）には、２年以内（審査対象事業年度の末日の翌日から起算して２年を経過する日

（猶予期間の最終日の翌日から起算して１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当

該１年を経過する日後最初に到来する事業年度の末日）までの期間内）に債務超過の状態から脱却しえな

かったとき。 

なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、猶予期間の最終日の属する連結会計年度

（甲が連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度）に係る決算の内容を開示するまでの間に   

おいて、再建計画（本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画を含む）を公表

している甲を対象とし、甲が提出する当該再建計画並びに次のａ及び、ｂに定める書類に基づき行う。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)の場合の区分に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に規定する書面 

(ａ) 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証す

る書面 

(ｂ) 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を

行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記

載した書面 

ｂ 本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画の前提となった重要な事項等が、

公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面 

② 銀行取引の停止 

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった旨の

報告を書面で受けた場合 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（甲が、

法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生

手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合

とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生

手続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃま

でに掲げる場合には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づか

ない整理を行う場合 

甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困

難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しく

は大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行
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った場合、甲から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受け

た日（事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日） 

ｃ 甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済

に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁

済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である場合に限る） 

甲から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

④ 前号に該当することとなった場合においても、以下に定める再建計画の開示を行った場合には、原則として

本契約の解除は行わないものとする。 

再建計画とは次のａないしｃの全てに該当するものをいう。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)に定める場合に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に定める事項に該当すること。 

(ａ) 甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものである 

こと。 

(ｂ) 甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 

当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること。 

ｂ 当該再建計画に次の(ａ)及び(ｂ)に掲げる事項が記載されていること。 

(ａ) 当該上場有価証券の全部を消却するものでないこと。 

(ｂ) 前ａの(ａ)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(ｂ)に規定する合意がなされていること

及びそれを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当

でないと認められるものでないこと。 

⑤ 事業活動の停止 

甲が事業活動を停止した場合（甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合をいう）

又はこれに準ずる状態になった場合。 

なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が事業活動を停止し

た場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当

該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の全

部又は一部として次の(ａ)又は(ｂ)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効

力を生ずる日の３日前（休業日を除外する）の日 

(ａ) TOKYO PRO Marketの上場株券等 

(ｂ) 上場株券等が、その発行者である甲の合併による解散により上場廃止となる場合 当該合併に係る

新設会社若しくは存続会社又は存続会社の親会社（当該会社が発行者である株券等を当該合併に際

して交付する場合に限る）が上場申請を行い、速やかに上場される見込みのある株券等 

ｂ 甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会（普

通出資者総会を含む）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の決議

による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む）

についての書面による報告を受けた日） 

ｃ 甲が、前ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（③ｂの規定の適用を受ける場合

を除く）は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日。 

⑥ 不適当な合併等 

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類する行為（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅱ 非上

場会社を子会社化する株式交付、ⅲ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅳ 非上場会社からの事

業の譲受け、ⅴ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅵ 他の者への事業の譲渡、ⅶ 非上場会社との業

務上の提携、ⅷ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅸ その他非上場会社の吸収合併又はこ

れらⅰからⅷまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）を行った場合で、甲が実質的な存続会社でな

いと乙が認めた場合。 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 
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第三者割当により支配株主が異動した場合（当該割当により支配株主が異動した場合及び当該割当により

交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合）において、支配株主と

の取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認めるとき。 

⑧ 有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等の提出遅延 

甲が提出の義務を有する有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等につき、法令及び上場規

程等に定める期間内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合。 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 

ａ 甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

ｂ 甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって監査意見については「不

適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、甲の責めに帰すべからざる事由によるもの

である場合を除く）が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合。 

⑩ 法令違反及び上場規程違反等 

甲が重大な法令違反又は上場規程に関する重大な違反を行った場合。 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

甲が株式事務を㈱東京証券取引所の承認する株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託

しないこととなることが確実となった場合。 

⑫ 株式の譲渡制限 

甲が当該銘柄に係る株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

⑬ 完全子会社化 

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合。 

⑭ 指定振替機関における取扱い 

甲が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合。 

⑮ 株主の権利の不当な制限 

株主の権利内容及びその行使が不当に制限されているとして、甲が次のaからgまでのいずれかに掲げる

行為を行なっていると乙が認めた場合でかつ株主及び投資者の利益を侵害するおそれが大きいと乙が認め

る場合、その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると乙が認めた場合。 

a 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する

買収防衛策（以下「ライツプラン」という）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約権

を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割り

当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く） 

b ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不

発動とすることができないものの導入。 

c 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を

要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である甲の主要な事業を行なって

いる子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行する場合

において、当該種類株式の発行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認めるときは、

甲が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行する

ものとして取り扱う）。 

d 上場株券等について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取締役の過半数の選

解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定。 

e 上場株券等より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について株主総会において一個

の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的利益を受ける権利

の価額等が上場株券等より低い株式をいう）の発行に係る決議又は決定。 

f 議決権の比率が300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。ただし、株主及び投資者の利益を侵害

するおそれが少ないと乙が認める場合は、この限りでない。 

g 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係

る決議又は決定。 
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⑯ 全部取得 

甲が当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合。 

⑰ 株式売渡請求による取得 

  特別支配株主が甲の当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合 

⑱ 株式併合 

  甲が特定の者以外の株主の所有するすべての株式を１株に満たない端数となる割合で株式併合を行う場合 

⑲ 反社会的勢力の関与 

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態がTOKYO PRO Marketに対す

る株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき。 

⑳ その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙もしくは㈱東京証券取引所が当該銘柄の上場廃止を適当と

認めた場合。 

   

＜J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

１. いずれかの当事者が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、相手方

は、相当の期間（特段の事情のない限り１ヶ月とする）を定めてその違反の是正又は義務の履行を書面

で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本契約を解除する

ことができる。 

２．前項の定めにかかわらず、甲及び乙は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除することができる。

また、いずれかの当事者から相手方に対し、１ヶ月前に書面で通知することにより本契約を解除すること

ができる。 

３．契約解除する場合、特段の事情のない限り乙は、あらかじめ本契約を解除する旨を㈱東京証券取引所に通

知しなければならない。 
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５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６【研究開発活動】 

当社連結子会社である株式会社 HUG アイビスでは、障がい者に対する施設外作業所事業を展開しておりま

す。そのため取り扱う商品に関しては、単に価値があるものというだけでなく、障がい者にとって作業に取

り組みやすい商品であることが必要となり、それらの両立を達成するための商品開発を進めております。 
例えば、商品の検品や封入作業、箱の組立て等の作業において、健常者なら支障なく行える作業でも、障

がい者の方では困難な場合がありますので、作業工程や扱う道具や工具等についても、工夫をする必要があ

ります。また、将来製造工程を受託する可能性も考え、障がい者の方でも製造作業を担える材料や工程を踏

まえた商品開発もしてまいりました。 
   その結果、当社グループが支出した第３期連結会計年度の研究開発費の総額は 2,200千円であります。 

なお、当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連づけた

記載を省略しております。 

また、第４期中間連結会計期間においては、該当事項はありません。 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中における将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

されております。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及

び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積り

について、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のた

め、これらの見積りと異なる場合があります。 

 

（２）財政状態の分析 

  第３期連結会計年度（自 2021 年 11 月 1 日 至 2022 年 10 月 31 日） 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は191,867千円で、前連結会計年度末に比べ70,871千円増加して

おります。これは未収入金が3,662千円減少したものの、現金及び預金が34,793千円、売掛金が34,448千円、

前払費用が4,961千円増加したこと等が主な変動要因です。 

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は93,488千円で、前連結会計年度末に比べ41,475千円増加して

おります。これは建物及び構築物（純額）が8,506千円、車両運搬具（純額）が7,338千円、繰延税金資産が

7,174千円、工具、器具及び備品（純額）が6,853千円、ソフトウエアが4,808千円増加したこと等が主な変動

要因です。 

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は 80,845 千円で、前連結会計年度末に比べ 41,675 千円増加し

ております。これは賞与引当金が 16,442 千円、未払法人税等が 11,797 千円、未払消費税等が 7,015 千円、

未払金が 4,402千円増加したこと等が主な変動要因です。 

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は 87,605 千円で、前連結会計年度末に比べ 51,008 千円増加し

ております。これは長期借入金が 77,600千円増加したこと等が主な変動要因です。 

 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は 116,904千円で、前連結会計年度末に比べ 19,661千円増加して
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おります。これは親会社株主に帰属する当期純利益の計上により利益剰余金が 19,661 千円増加したことがそ

の変動要因です。 

 

第４期中間連結会計期間（自 2022 年 11 月 1 日 至 2023 年 ４ 月 30 日） 

 （流動資産） 

当中間連結会計期間末における流動資産の残高は 244,230千円で、前連結会計年度末に比べ 52,362千円増

加しております。これは現金及び預金が 36,101 千円、売掛金が 12,028 千円増加したこと等が主な変動要因

であります。 

（固定資産） 

当中間連結会計期間末における固定資産の残高は 119,520千円で、前連結会計年度末に比べ 26,032千円増

加しております。これは建物及び構築物（純額）が 11,181千円、差入保証金が 6,380千円増加したこと等が

主な変動要因であります。 

（流動負債） 

当中間連結会計期間末における流動負債の残高は 114,354千円で、前連結会計年度末に比べ 33,508千円増

加しております。これは未払金が 34,388千円増加したこと等が主な変動要因であります。 

（固定負債） 

当中間連結会計期間末における固定負債の残高は 152,775千円で、前連結会計年度末に比べ 65,169千円増

加しております。これは長期借入金が 64,752千円増加したこと等が主な変動要因であります。 

（純資産） 

当中間連結会計期間末における純資産の残高は 96,621 千円で、前連結会計年度末に比べ 20,283 千円減少

しております。これは親会社株主に帰属する中間純損失の計上により利益剰余金が 20,283 千円減少したこと

がその変動要因であります。 

 

 

（３）経営成績の分析 

 「第３【事業の状況】 １【業績等の概要】 （１）業績」に記載のとおりであります。 

 

（４）キャッシュ・フローの分析 

「第３【事業の状況】 １【業績等の概要】 （２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりでありま

す。 

 

（５）運転資本 

上場予定日（2023 年 10 月 20 日）から 12 か月間の運転資本は、自己資金及び借入による資金調達が可能

であることから十分であると認識しております。 

 

（６）経営者の問題意識と今後の方針について 

  「第３【事業の状況】 ３【対処すべき課題】」に記載しております。 
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第４【設備の状況】 

 

１【設備投資等の概要】 

第３期連結会計年度（自 2021 年 11 月 1 日 至 2022 年 10 月 31 日） 

重要な設備の投資・除却又は売却はありません。 

 

第４期中間連結会計期間（自 2022 年 11 月 1 日 至 2023 年 ４ 月 30 日） 

重要な設備の投資・除却又は売却はありません。 

 

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は次の通りであります。 

（１） 発行者 

2023年４月30日現在 

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は

除く）は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

３．当社グループは、就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメントの名称については

記載を省略しております。 

４．上記の他、連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記の通りであります。 

事業所名 設備の内容 年間賃借料（千円） 

名古屋本部 名古屋本部ビル（本社機能） 5,465 

 

（２） 子会社 

2023年４月30日現在 

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート・アルバイトを含み、人材会社からの派遣社員は

除く）は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

３．子会社は、就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、セグメントの名称については記載を

省略しております。 

 

 

 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 

（人） 
建物及び
構築物 

車両 
運搬具 

工具、 
器具及び
備品 

その他 合計 

名古屋本部 
（名古屋市東区） 

名 古 屋 本 部 ビ ル 
内装工事 
（本社機能） 

2,861 － 458 4,764 8,085 
４ 

(－) 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の
内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 

（人） 

建物及
び構築
物 

車両 
運搬具 

工具、 
器具及
び備品 

その他 合計 

㈱IBIS東海 
本社 
（名古屋市東区） 

内装工
事他 

30,606 4,490 14,656 3,991 53,743 
67 
(７) 

㈱ICS名古屋 
本社 
（名古屋市東区） 

車両 1,135 81 137 － 1,354 
１ 
(－) 

㈱HUGアイビ
ス 

本社 
（名古屋市東区） 

その他 6,631 － 1,319 1,472 9,422 － 
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４．上記の他、連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記の通りであります。 

会社名 事業所名 設備の内容 年間賃借料（千円） 

㈱IBIS東海 
アイビス上前津 

他10施設 
就労継続支援B型施設 40,304 

㈱HUGアイビス 
イオンタウン名西 

他１施設 
施設外作業所 8,750 

 

３【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

 

（２）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第５【発行者の状況】 

 

１【株式等の状況】 

 

（１）【株式の総数等】 

記名・無記名

の別、額面・

無額面の別及

び種類 

発行可能 

株式総数

（株） 

未発行株式数 

（株） 

連結会計年度 

現在発行数

（株） 

（2022年 10

月 31日） 

公表日現 

在発行数 

（株） 

（2023年 

9月 15日） 

上場金融商品

取引所名又は

登録認可金融

商品取引業協

会名 

内容 

普通株式 3,596,000 2,697,000 8,990 899,000 非上場 
単元株式数 

100株 

計 3,596,000 2,697,000 8,990 899,000 ― ― 

（注）１．2021 年９月 28 日開催の取締役会決議により、2021 年９月 28 日付で発行可能株式総数に関する定款の変更が行わ

れ、発行可能株式総数は 90,010株増加し、99,000株となっております。 

２．2023年１月 31日開催の定時株主総会決議により、2023年１月 31日付で発行可能株式総数に関する定款の変更が行

われ、発行可能株式総数は 3,497,000株増加し、3,596,000株となっております。 

３．2023年１月 31日開催の定時株主総会決議により、定款変更が行われ、2023年１月 31日付で１単元を 100株に変更

しております。 

４．2023年１月 31日開催の定時株主総会決議により、定款変更が行われ、2023年１月 31日付で１単元を 100株に変更

しており、発行済株式総数は 890,010株増加し、899,000株となっております。 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

（３）【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金 

増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

2021年６月30日 

(注)１. 
8,000 8,990 40,000 49,900 40,000 40,000 

2023年１月31日 

(注)２. 
890,010 899,000 － 49,900 － 40,000 

（注）１．有償第三者割当（債務の株式化による募集株式の発行） 

割当先    株式会社旺司ライフワーク 

発行価格   10,000円 

資本組入額   5,000円 

２．株式分割（ 1：100 ）によるものです。 
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（６）【所有者別状況】 

 2023年８月31日現在 ●年●月●日現在   

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 単元未満 

株式の状

況 

(株) 

政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 
金融商品 

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数(人) － － － 1 － － － 1 － 

所有株式数(単元) － － － 8,990 － － － 8,990 － 

所有株式数の割合 

(％) 
－ － － 100 － － － 100 － 

 

（７）【大株主の状況】 

「第三部【株式公開情報】 第３【株主の状況】」に記載のとおりです。 

 

（８）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 2023年８月31日現在 
  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 －   

議決権制限株式（自己株式等） － －  

議決権制限株式（その他） － －  

完全議決権株式（自己株式等） － －  

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

899,000 
8,990 

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。 

単元未満株式 － －  

発行済株式総数 899,000 －  

総株主の議決権 － 8,990  

 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

 

（９）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

（10）【従業員株式所有制度の内容】 

該当事項はありません。 
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２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

該当事項はありません。 

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

 

 

３【配当政策】 

当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付け、剰余金の配当は、期末配

当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株主総会となっております。また、当社は中

間配当を取締役会の決議によって行うことができる旨を定款に定めております。 

なお、本発行者情報公表日現在、当社グループは、成長拡大の過程にあるため、経営基盤の強化、事業拡大

に向けた投資に充当することで、更なる事業拡大を実現することが株主に対する最大の利益還元に繋がると考

えることから、内部留保資金の確保のため、配当を実施しておりません。内部留保資金につきましては、企業

体質強化、将来の事業展開に向けた資金等に充当してまいります。 

今後の配当につきましては、財政状態、経営成績及び今後の事業計画を勘案し内部留保とのバランスを図り

ながらその実施を検討する所存であります。 

 

４【株価の推移】 

当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。 
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５【役員の状況】 

 男性４名 女性１名（役員のうち女性の比率20.0％） 

（注）１．取締役の任期は、2022年10月期に係る定時株主総会終結の時から2023年10月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

２．監査役の任期は、2022年10月期に係る定時株主総会終結の時から2026年10月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

３．2022年10月期における役員報酬の総額は28,200千円を支給しております。 

４．坂井朗氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 報酬 
所有 
株式数 
(株) 

代表 
取締役 

社長 永江 榮司 1949年４月２日生 

1971年４月 積水ハウス株式会社 入社 

(注)１ (注)３ 899,000 

2012年５月 株式会社永伸 設立 代表取締役 

2020年７月 株式会社旺司ライフワーク設立 代表取
締役（現任） 

2020年10月 当社設立 代表取締役（現任） 

取締役   － 加藤 咲江 1976年７月７日生 

1998年４月 株式会社ジュニアー 

(注)１ (注)３ － 

2001年４月 株式会社ポイント（現 株式会社アダスト
リア） 

2006年11月 ニシキ工業株式会社 

2015年６月 株式会社サニープレイス 

2017年７月 
株式会社KUSUGURU JAPAN入社 常務取締

役 

2018年12月 株式会社花大和（現 株式会社IBIS東海）

設立 代表取締役（現任） 

2021年２月 株式会社ICS名古屋 代表取締役 

2021年９月 当社 取締役（現任） 

2022年12月 株式会社関東IBIS 代表取締役（現任） 

取締役 管理部長 猪田 寛生 1975年７月８日生 

1998年４月 野村證券株式会社入社 

(注)１ (注)３ － 

2018年10月 カーボンファイバーリサイクル工業株式
会社入社 経営企画部長 

2021年４月 株式会社IBIS東海入社 管理部長 

2021年９月 当社入社 取締役 管理部長（現任） 

2022年６月 株式会社ICS名古屋 取締役（現任） 

2022年９月 株式会社HUGアイビス 取締役（現任） 

取締役 － 坂井 朗 1975年10月30日生 

2000年４月 株式会社ビジネスブレイン太田昭和入社 

(注)１ (注)４ － 

2006年１月 株式会社ゼットン入社 財務経理部長 

2007年６月 同社 執行役員 管理副本部長 兼 財務経
理部長 

2008年３月 同社 執行役員 管理本部長 

2008年５月 同社 取締役 管理本部長 

2014年６月 同社 常務取締役 管理本部長 

2016年３月 同社 取締役副社長 管理本部長 
株式会社Lcode取締役COO（現任） 

    ９月 株式会社トリート 代表取締役（現任） 

2021年９月 株式会社El Dorado取締役（現任） 
合同会社グラン 代表社員（現任） 
当社 取締役（現任） 

監査役 － 夏目 勝博 1951年３月14日生 

1978年10月 新光監査法人（現 有限責任あずさ監査法
人）入社 

(注)２ (注)３ － 

1991年１月 株式会社ジャフコ入社 

1996年８月 同社 公開ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 名古屋駐在所長 

1997年５月 ジャフココンサルティング株式会社 出
向 公開コンサルティング第２グループ 
グループマネージャｰ 

2004年８月 株式会社ドリーム入社 取締役管理部ゼ
ネラルマネージャー 

2016年12月 エムジーホールディングス株式会社入社 
常勤監査役 

2021年９月 当社 監査役（現任） 

株式会社IBIS東海 監査役（現任） 
株式会社ICS名古屋 監査役（現任） 

2022年９月 株式会社HUGアイビス 監査役（現任） 

計 899,000 
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５．代表取締役社長永江榮司の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社旺司ライフワークが所有する株式

数を含めて表示しております。なお、同氏は株式会社旺司ライフワークの代表取締役であります。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営理念を実践する過程において、健全性を維持しながら企業価値を継続的に増大させることで、

株主の皆様やお客様をはじめとするステークホルダーから信頼される企業であり続けられると考えておりま

す。持続的な企業価値の向上のためには、経営の公正性・透明性を確保し、経営環境の変化に的確に対処し、

迅速な意思決定を行うための組織体制の整備や経営の執行及び監督機能の充実を図り、適切な情報の開示と

説明責任の遂行に努めることが重要であり、コーポレート・ガバナンスの一層の充実に努めてまいります。 

② 会社の機関の内容 

イ．取締役会 

当社の取締役会は、４名の取締役（うち社外取締役１名）で構成されております。 

取締役会は、法令、定款及び株主総会決議に基づき、職務権限規程、取締役会規程その他の当社諸規程

等の会社運営の基礎となる諸基準を整備し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を確保しております。

なお、定例取締役会が毎月１回、その他必要に応じて臨時取締役会が開催され、経営に関する重要事項を

決定しております。 

取締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報告するものとしており、これをもとに、取締役会は取締

役の職務執行を監督しております。 

ロ．監査役 

当社は監査役設置会社制度を採用しており、１名で構成されております。 

監査役は、監査役規程に基づき、取締役の業務執行状況を適正に監査しております。また、監査役は取

締役会に出席し、取締役の職務の執行状況を監視するとともに、適宜必要な意見を述べております。 

ハ．会計監査 

当社は、監査法人コスモスと監査契約を締結し、独立した立場から「特定上場有価証券に関する有価証

券上場規程の特例」第110条第５項の規定に基づき監査を受けております。なお2022年10月期において監査

を執行した公認会計士は新開智之氏、犬飼宗次氏の２名であり、いずれも継続監査年数は７年以内であり

ます。また当該監査業務にかかる補助者は公認会計士２名その他２名であります。 

なお当社と監査に従事する公認会計士及びその補助者との間には特別の利害関係はありません。 

ニ．ガバンナンス諮問委員会 

    当社は、ガバナンス諮問委員会規程を整備し、社外取締役１名、監査役１名、顧問弁護士１名から構成

株主総会

取締役会

選任・解任 報告

代表取締役

選定 解職 監督 報告

各部門

指示 報告

内部監査担当

監査

指示

報告

監査役
連携

監査

監査法人

会計監査

弁護士等
外部専門家

指導 助言

連携

選任 解任 報告

ガバナンス
諮問委員会

報告

監督

連携
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されるガバナンス諮問委員会を設置しております。役員等の選任又は解任、役員報酬の改定、関連当事者

取引の承認、中期計画や年度予算の策定および変更等、経営上、特に重要な決定事項について議論をし、

取締役会に諮問・意見答申することで、取締役会を監督しております。 

③ 内部統制システムの整備の状況 

当社は、職務権限規程の遵守により、業務を合理的に分担することで、特定の組織並びに特定の担当者に

業務や権限が集中することを回避し、内部牽制機能が適切に働くよう努めております。 

④ 内部監査及び監査役の状況 

当社の内部監査は、管理部が主管部署として、業務を監査しております。つぎに管理部の監査は、社外取

締役が実施しており、相互に牽制する体制をとっております。各部の監査結果並びに改善点につきましては、

内部監査担当者より、代表取締役に対し報告書並びに改善要望書を提出する体制をとっております。各担当

において監視・監督を行いつつ、内部監査、監査役及び監査法人が相互に連携し、情報伝達・交換を通じて、

三様監査を実効性あるものとしております。 

⑤ リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として管理部が情報の一元化を行っております。また、

当社は企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上の参考とす

るためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

⑥ 社外取締役及び社外監査役の状況 

当社の社外取締役は１名を選任しております。社外取締役は、社内取締役に対する監督、見識に基づく経

営への助言を通じ、取締役会の透明性を担っております。 

社外監査役は選任されておりません。 

なお、当社は、社外取締役または社外監査役の独立性に関する基準または方針について特段の定めはありませ

んが、選任に際しては、客観的、中立の経営監視機能が十分に発揮されるよう、取引関係等を考慮した上で、

選任を行っております。 

⑦  役員報酬の内容 

 

⑧ 取締役及び監査役の定数 

当社の取締役は７名以内、監査役は３名以内とする旨を定款で定めております。 

⑨ 取締役の選任決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。 

⑩ 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につい

て、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨を定款に定めております。 

⑪ 自己の株式の取得 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができ

る旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするた

め、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。 

⑫ 中間配当に関する事項 

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の定めに基づき、取締役会の

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額 

（千円） 
対象となる 

役員の員数 

（人） 基本報酬 賞与 
ストック 

オプション 

取締役（社外取締役を除く） 23,400 23,400 － － 4 

監査役（社外監査役を除く） 3,600 3,600 － － 1 

社外役員 1,200 1,200 － － 1 
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決議により中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

⑬ 取締役及び監査役の責任免除 

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる環境を整備するため、会社法第426条第１

項の規定により、任務を怠った取締役（取締役であったものを含む）及び監査役（監査役であったものを含

む）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除できる旨を定款に定めております。 

⑭ 社外取締役及び社外監査役との責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低限度額としております。なお、

当該当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂

行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

⑮ 株式の保有状況 

該当事項はありません。 

 

（２）【監査報酬の内容等】 

①【監査法人に対する報酬の内容】 

区分 
最近連結事業年度 

監査証明業務に基づく報酬（千円） 非監査業務に基づく報酬（千円） 

発行者 5,000 － 

連結子会社 － － 

計 5,000 － 

 

②【その他重要な報酬の内容】 

（最近連結会計年度） 

該当事項はありません。 

③【監査法人の発行者に対する非監査業務の内容】 

（最近連結会計年度） 

該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】 

当社グループの事業規模等を勘案して監査報酬額を決定しております。 
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第６【経理の状況】 

１ 連結財務諸表の作成方法について 

（１）当社グループの財務諸表は、「連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和 51 年大蔵

省令第 28号)に基づいて作成しております。 

（２）当社の連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特

例」第110条第６項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しております。 

 

２ 中間連結財務諸表の作成方法について 

（１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」」(平成

11 年大蔵省令第 24 号)に基づいて作成しております。 

（２）当社の中間連結財務諸表は、株式会社東京取引証券所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程

の特例」第110条第６項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しております。 

 

３ 監査証明について 

（１）当社グループは、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第

110 条第５項の規定に基づき、当連結会計年度（2021 年 11 月１日から 2022 年 10 月 31 日まで）の連結

財務諸表について、監査法人コスモスにより監査を受けております。 

 （２）当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 110 条第

５項の規定に基づき、当中間連結会計期間（2022年 11月１日から 2023年４月 30日まで）の中間連結財

務諸表について、監査法人コスモスにより中間監査を受けております。 

 

４ 決算期変更について 

  2021 年９月 28 日開催の第１回定時株主総会の決議により、決算期を６月 30 日から 10 月 31 日に変更いたし

ました。 

  これに伴い、前連結会計年度は 2021年７月１日から 2021年 10月 31日までの４ヶ月間となっております。 
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１【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

 

 

  

 
前連結会計年度 

（2021年10月31日） 
当連結会計年度 

（2022年10月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 53,781 88,574 

売掛金 59,708 94,156 

前払費用 2,952 7,913 

未収入金 3,672 10 

その他 881 1,212 

流動資産合計 120,996 191,867 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 21,546 30,052 

車両運搬具（純額） 1,659 8,997 

工具、器具及び備品（純額） 3,880 10,734 

建設仮勘定 － 550 

有形固定資産合計 ※１      27,086 ※１       50,335 

無形固定資産   

のれん 4,665 3,946 

ソフトウエア ※２    2,839 ※２        7,648 

無形固定資産合計       7,505 11,594 

投資その他の資産   

長期前払費用 697 3,279 

差入保証金 16,640 20,137 

繰延税金資産 － 7,174 

その他 83 967 

投資その他の資産合計 17,421 31,558 

固定資産合計 52,013 93,488 

資産合計 173,009 285,356 
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（単位：千円） 

 

  

 
前連結会計年度 

（2021年10月31日） 
当連結会計年度 

（2022年10月31日） 

負債の部   

流動負債   

未払金 24,042 28,445 

未払費用 10,089 9,452 

未払法人税等 793 12,591 

未払消費税等 － 7,015 

預り金 1,716 4,371 

賞与引当金 2,527 18,970 

  流動負債合計 39,169 80,845 

固定負債   

長期借入金 － 77,600 

関係会社長期借入金 30,000 － 

繰延税金負債 1,539 － 

資産除去債務 5,057 10,005 

固定負債合計 36,597 87,605 

負債合計 75,766 168,451 

純資産の部   

株主資本   

資本金 49,900 49,900 

資本剰余金 40,000 40,000 

利益剰余金 7,342 27,004 

株主資本合計 97,242 116,904 

純資産合計 97,242 116,904 

負債純資産合計 173,009 285,356 
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【中間連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

 
当中間連結会計期間 

（2023年４月30日） 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 124,676 

売掛金 106,184 

前払費用 8,257 

未収入金 4,404 

その他 707 

流動資産合計 244,230 

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） 41,234 

車両運搬具（純額） 4,571 

工具、器具及び備品（純額） 16,572 

有形固定資産合計 ※１       62,378 

無形固定資産  

のれん 3,317 

ソフトウエア ※２    10,227 

無形固定資産合計 13,545 

投資その他の資産  

長期前払費用 5,010 

差入保証金 26,517 

繰延税金資産 10,992 

その他 1,076 

投資その他の資産合計 43,596 

固定資産合計 119,520 

資産合計 363,751 
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（単位：千円） 

 
当中間連結会計期間 

（2023年４月30日） 

負債の部  

流動負債  

買掛金 707 

短期借入金 4,999 

１年内返済予定の長期借入金 12,389 

未払金 62,833 

未払費用 7,340 

未払法人税等 4,133 

未払消費税等 ※３    5,173 

預り金 13,546 

賞与引当金 3,230 

流動負債合計 114,354 

固定負債  

長期借入金 142,352 

資産除去債務 10,423 

固定負債合計 152,775 

負債合計 267,129 

純資産の部  

株主資本  

資本金 49,900 

資本剰余金 40,000 

利益剰余金 6,721 

株主資本合計 96,621 

純資産合計 96,621 

負債純資産合計 363,751 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

  【連結損益計算書】 

(単位：千円) 

 

 

【連結包括利益計算書】 

(単位：千円) 

  

 
前連結会計年度 

(自 2021年７月１日 
至 2021年10月31日) 

当連結会計年度 
(自  2021年11月１日 
至 2022年10月31日) 

売上高 ※１          124,071 ※１           519,906 

売上原価 83,571 347,761 

売上総利益 40,499 172,144 

販売費及び一般管理費 ※２、※３      42,720 ※２、※３     142,027 

営業利益又は営業損失（△） △2,221 30,117 

営業外収益   

受取利息 0 0 

その他 40 64 

営業外収益合計 40 65 

営業外費用   

支払利息 0 24 

その他 － 219 

営業外費用合計 0 243 

経常利益又は経常損失(△) △2,180 29,938 

特別利益   

固定資産売却益               437               227 

関係会社株式売却益 ※４           10,097 － 

補助金収入 2,999 － 

特別利益合計 13,534 227 

特別損失  

固定資産圧縮損 ※５            2,999 － 

減損損失 － ※６            3,330 

支払補償金 － ※７            3,000 

特別損失合計 2,999 6,330 

税金等調整前当期純利益 8,354 23,836 

法人税､住民税及び事業税 793 12,887 

法人税等調整額 212 △8,713 

法人税等合計 1,005 4,174 

当期純利益 7,348 19,661 

親会社株主に帰属する当期純利益 7,348 19,661 

 
前連結会計年度 

(自 2021年７月１日 
至 2021年10月31日) 

当連結会計年度 
(自  2021年11月１日 
至 2022年10月31日) 

当期純利益 7,348 19,661 

包括利益 7,348 19,661 

(内訳)   

親会社株主に係る包括利益 7,348 19,661 
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【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】 

【中間連結損益計算書】 

(単位：千円) 

 

当中間連結会計期間 

 （自 2022年11月１日 

     至 2023年４月30日） 

売上高 ※１      321,534 

売上原価 245,003 

売上総利益 76,530 

販売費及び一般管理費 ※２      104,413 

営業損失(△) △27,883 

営業外収益  

受取利息 0 

補助金収入 4,945 

助成金収入 1,780 

その他 422 

営業外収益合計 7,148 

営業外費用  

支払利息 463 

その他 32 

営業外費用合計 495 

経常損失(△) △21,231 

特別利益  

固定資産売却益                    409 

資産除去債務戻入益 853 

特別利益合計 1,263 

税金等調整前中間純損失(△) △19,967 

法人税､住民税及び事業税 4,134 

法人税等調整額 △3,818 

法人税等合計 315 

中間純損失(△) △20,283 

親会社株主に帰属する中間純損失(△) △20,283 

  

 

 

【中間連結包括利益計算書】 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
当中間連結会計期間 

(自 2022年11月１日 
至 2023年４月30日) 

中間純損失(△) △20,283 

中間包括利益 △20,283 

(内訳)  

親会社株主に係る中間包括利益 △20,283 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年10月31日） 

（単位：千円） 

 

 

当連結会計年度（自 2021年11月１日 至 2022年10月31日） 

（単位：千円） 

 

当中間連結会計期間（自 2022年11月１日 至 2023年４月30日） 

（単位：千円） 

 

  

 

株主資本 
純資産 
合計 資本金 資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

当期首残高 49,900 40,000 △5 89,894 89,894 

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期純利
益 

  7,348 7,348 7,348 

当期変動額合計 － － 7,348 7,348 7,348 

当期末残高 49,900 40,000 7,342 97,242 97,242 

 

株主資本 
純資産 
合計 資本金 

資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

当期首残高 49,900 40,000 7,342 97,242 97,242 

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期純利
益 

  19,661 19,661 19,661 

当期変動額合計 － － 19,661 19,661 19,661 

当期末残高 49,900 40,000 27,004 116,904 116,904 

 

株主資本 
純資産 
合計 資本金 

資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

当期首残高 49,900 40,000 27,004 116,904 116,904 

当期変動額      

親会社株主に帰属する中間純損失(△)   △20,283 △20,283 △20,283 

当期変動額合計 － － △20,283 △20,283 △20,283 

当期末残高 49,900 40,000 6,721 96,621 96,621 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

 

前連結会計年度 

(自 2021年７月１日 

至 2021年 10月 31日) 

当連結会計年度 

(自  2021年 11月１日 

至 2022年 10月 31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 8,354 23,836 

減価償却費 2,847 11,524 

のれん償却額 388 1,166 

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,527 16,442 

固定資産売却益 △437 △227 

固定資産圧縮損 2,999 － 

減損損失 － 3,330 

支払補償金 － 3,000 

関係会社株式売却益 △10,097 － 

売上債権の増減額（△は増加） △16,826 △34,448 

未収入金の増減額（△は増加） 1,307 3,662 

前払費用の増減額（△は増加） △2,952 △4,961 

未払金の増減額（△は減少） 22,162 5,268 

未払消費税等の増減額（△は減少） － 7,015 

その他 △2,771 5,797 

小計 7,502 41,407 

法人税等の支払額 △721 △1,090 

その他 0 △23 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,781 40,293 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △15,070 △36,879 

無形固定資産の取得による支出 △5,988 △7,345 

関係会社株式の売却による収入 15,000 － 

差入保証金の差入による支出 － △9,338 

その他 3,999 464 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,059 △53,099 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

役員短期借入金の純増減額（△は減少） △10,000 － 

長期借入れによる収入 － 77,600 

関係会社からの長期借入れによる収入 30,000 － 

関係会社長期借入金の返済による支出 － △30,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー 20,000 47,600 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 24,721 34,793 

現金及び現金同等物の期首残高 29,059 53,781 

現金及び現金同等物の期末残高 ※         53,781 ※         88,574 
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【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

 

当中間連結会計期間 

(自 2022年 11月１日 

至 2023年４月 30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間純損失(△) △19,967 

減価償却費 10,477 

のれん償却額 628 

賞与引当金の増減額（△は減少） △15,739 

受取利息 △0 

支払利息 463 

固定資産売却益 △409 

売上債権の増減額（△は増加） △12,028 

未払金の増減額（△は減少） 34,388 

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,841 

預り金の増減額（△は減少） 9,175 

補助金収入 △4,945 

助成金収入 △1,780 

その他 △2,321 

小計 △3,901 

利息の受取額 0 

利息の支払額 △355 

補助金の受取額 600 

助成金の受取額 1,780 

法人税等の支払額 △12,591 

営業活動によるキャッシュ・フロー △14,467 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △21,617 

有形固定資産の売却による収入 1,000 

無形固定資産の取得による支出 △4,072 

差入保証金の差入による支出 △8,680 

差入保証金の回収による収入 1,800 

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,570 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 10,000 

短期借入金の返済による支出 △5,001 

長期借入れによる収入 80,000 

長期借入金の返済による支出 △2,859 

財務活動によるキャッシュ・フロー 82,140 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 36,101 

現金及び現金同等物の期首残高 88,574 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※         124,676 
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【注記事項】 

 （連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１.連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数：３社 

連結子会社の名称：㈱IBIS東海、㈱ICS名古屋、㈱HUGアイビス 

上記のうち、㈱HUGアイビスについては、当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４.会計方針に関する事項 

（１）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、建物は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物及び構築物     10～15年 

車両運搬具          ２～５年 

工具、器具及び備品 ５～11年 

取得価額 10 万円以上 20 万円未満の少額資産減価償却については、一括償却資産として、３年間で均等

償却しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に  

基づく定額法を採用しております。 

 

（２）重要な引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に対応する金額を計上してお

ります。 

 

（３）重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収益

を認識する通常の時点については、以下に記載の通りであります。 

① 就労継続支援B型事業 

就労継続支援B型事業を行っており、利用者に対し、就労移行に関わるサービスを提供した時点で収益を

認識しております。 

② 相談支援事業 

障害者総合支援法の相談支援に基づく相談支援事業を行っており、利用者の個別支援計画に関わるサー

ビスを提供した時点で収益を認識しております。 

 

（４）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で均等に償却しております。 

 

（５）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
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手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。ただし、当社連結子会社が免税事業者の場合は、税込方式を採用しており 

ます。 

 

（重要な会計上の見積り） 

(１) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額 

 前連結会計年度 

(2021年10月31日) 

当連結会計年度 

(2022年10月31日) 

繰延税金資産（相殺前） 79千円 10,023千円 

 

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

  繰延税金資産の帳簿価額は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る確実な回収可能性に基づ

き計上しております。 

  繰延税金資産の回収可能性を判断するに際しては、連結貸借対照表日時点で適用されている税制、繰越

欠損金の法定繰越可能期間、過去実績を踏まえた事業計画等、入手可能なあらゆる証拠に基づいて将来の

課税所得を慎重に見積もっております。繰延税金資産は税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち

将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識し、その範囲を超える額については評

価性引当額として控除しております。見積りの前提となる事業計画には、利用者の登録数及び通所数その

他市場動向に対する仮定が含まれており、今後の動向如何により、繰延税金資産の全部又は一部について

追加的な評価性引当額の計上が要求される可能性や税金費用の戻し入れを伴う評価性引当額の取崩しが要

求される可能性があります。 

  これらの要因や変化は、評価性引当額の計上又は取崩される期間において、親会社株主に帰属する当期

純利益に影響を及ぼします。 

  

（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束したサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該サービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。また、当連結会計年度の損益に与える影

響もありません。 

また、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、「収益認識関係」注記のうち当連結会

計年度に係る比較情報については記載しておりません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はあ

りません。 
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（連結貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 

 

※２ 国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額は、次の通りであります。 

 

（連結損益計算書関係） 

※１ 顧客との契約から生じる収益 

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、「（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分

解した情報」に記載しております。 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。 

 

※３ 研究開発費の総額 

 

※４ 関係会社株式売却益 

      前連結会計年度の「関係会社株式売却益」は、㈱IBIS株式の売却によるものであります。 

 

※５ 固定資産圧縮損 

     前連結会計年度の「固定資産圧縮損」は、国庫補助金の受入額をソフトウエアの取得価額から直接

控除したものであります。 

 

※６ 減損損失 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年10月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年11月１日 至 2022年10月31日） 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 減損損失 

事業用資産等 建物及び構築物 愛知県名古屋市北区 3,330千円 

当社グループの減損会計適用にあたっての資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として事業所を基本単位として行っております。 

 前連結会計年度 
2021年10月31日 

当連結会計年度 
2022年10月31日 

有形固定資産の減価償却累計額 6,471千円 19,236千円 

 前連結会計年度 
2021年10月31日 

当連結会計年度 
2022年10月31日 

ソフトウエア 2,999千円 2,999千円 

  
前連結会計年度 

（自 2021年７月１日 
至 2021年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 2021年11月１日 
至 2022年10月31日） 

役員報酬 8,700千円 41,600千円 

給料手当及び賞与 1,900千円 11,565千円 

賞与引当金繰入額 －千円 800千円 

採用教育費 6,388千円 16,164千円 

租税公課 71千円 20,141千円 

減価償却費 269千円 2,329千円 

のれん償却額 388千円 1,166千円 

  
前連結会計年度 

（自 2021年７月１日 
至 2021年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 2021年11月１日 
至 2022年10月31日） 

一般管理費に含まれる研究開発費 －千円 2,200千円 
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上記の事業用資産等については、その属する事業所が2023年１月に閉鎖されることが確定しているこ

とから、残存帳簿価額全額を減損損失として計上しております。 

 

※７ 支払補償金 

    当連結会計年度の「支払補償金」は、施設外就労業務請負契約の解約に伴う、委託者の作業所退去等

に関する損失の補償によるものであります。 

 

 

（連結包括利益計算書関係） 

 該当事項はありません。 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 2021年７月１日  至 2021年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

２．自己株式の種類及び株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年11月１日 至 2022年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

(注) 2023 年１月 31 日付で普通株式１株につき 100 株の株式分割を行っておりますが、上記は当該株式分割前の

株式数で記載しております。 

 

２．自己株式の種類及び株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次の通りであり

ます。 

 
当連結会計年度 

期首株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 8,990 － － 8,990 

 
当連結会計年度 

期首株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 8,990 － － 8,990 
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（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等の金融

機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関しては行わない方針であ

ります。 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である未払金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

借入金は主に運転資金又は設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権は売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従い、債権回収の

状況について定期的にモニタリングを行い、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告など

を行います。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

該当事項はありません。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しております。 

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

前連結会計年度（2021年10月31日） 

 

当連結会計年度（2022年 10月 31日） 

 
前連結会計年度 

(自 2021年７月１日 
至 2021年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年11月１日 
至 2022年10月31日) 

現金及び預金勘定 53,781千円 88,574千円 

現金及び現金同等物 53,781千円 88,574千円 

 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

差入保証金 16,640 16,447 △193 

資産計 16,640 16,447 △193 

関係会社長期借入金 30,000 30,170 170 

負債計 30,000 30,170 170 

 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

差入保証金 20,137 20,123 △14 
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（注）１．現金については注記を省略しており、預金、売掛金、未払金、未払法人税等は短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

２．金銭債権の決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（2021年 10月 31日） 

 

当連結会計年度（2022年10月31日） 

 

３．長期借入金、関係会社長期借入金の決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（2021年 10月 31日） 

 

当連結会計年度（2022年 10月 31日） 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。 

  レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

  レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価 

  レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらインプ

資産計 20,137 20,123 △14 

長期借入金（１年内返済予定を含む） 77,600 75,868 △1,731 

負債計 77,600 75,868 △1,731 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金 53,781 － － － 

売掛金 59,708 － － － 

差入保証金 236 16,404 － － 

合計 113,725 16,404 － － 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金 88,574 － － － 

売掛金 94,156 － － － 

差入保証金 5,895 12,401 1,840 － 

合計 188,627 12,401 1,840 － 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

関係会社長期借入金 － － － － － 30,000 

合計 － － － － － 30,000 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 － － － － 6,144 71,456 

合計 － － － － 6,144 71,456 
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ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当連結会計年度（2022年10月31日） 

区分 時価（千円） 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

差入保証金 － 20,123 － 20,123 

資産計 － 20,123 － 20,123 

長期借入金 － 75,868 － 75,868 

負債計 － 75,868 － 75,868 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

差入保証金 

差入保証金の時価は、契約先ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な

指標の利率を基に割引現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

長期借入金 

長期借入金の時価は、変動金利の借入は、金利の変動を反映していることから時価は当該帳

簿価額によっており、固定金利の借入は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しており

ます。 

 

（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年 10月 31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年 11月 1日 至 2022年 10月 31日） 

該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年 10月 31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年 11月 1日 至 2022年 10月 31日） 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

 

前連結会計年度（2021年10月31日） 

 １年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

合計 
（千円） 

税務上の繰越欠損金（※） － － － － － 7,304 7,304 

評価性引当額 － － － － － △7,304 △7,304 

繰延税金資産 － － － － － － － 

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

当連結会計年度（2022年10月31日） 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

合計 
（千円） 

税務上の繰越欠損金（※） － － － － － 4,581 4,581 

評価性引当額 － － － － － △4,581 △4,581 

繰延税金資産 － － － － － － － 

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
前連結会計年度 

（2021年10月31日） 
 

 

当連結会計年度 
（2022年10月31日） 

繰延税金資産     

未払事業税 －千円  1,099千円 

賞与引当金 848千円  6,370千円 

未払費用 149千円  955千円 

一括償却資産 44千円  111千円 

減損損失 －千円  1,118千円 

資産除去債務 1,330千円  3,359千円 

税務上の繰越欠損金（注） 7,304千円  4,581千円 

繰延税金資産小計 9,678千円  17,596千円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △7,304千円  △4,581千円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,294千円  △2,991千円 

評価性引当額小計 △9,598千円  △7,573千円 

繰延税金資産合計 79千円  10,023千円 

繰延税金負債     

資産除去債務に対応する除去費用 △1,619千円  △2,849千円 

繰延税金負債合計 △1,619千円  △2,849千円 

繰延税金資産（負債△）の純額 △1,539千円  7,174千円 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目 

 
前連結会計年度 

（2021年10月31日） 
当連結会計年度 

（2022年10月31日） 

法定実効税率 33.6％ 33.6％ 

（調整）   

住民税均等割 9.3 5.5 

繰越欠損金の利用 △87.3 △18.7 

評価性引当金の増減 55.2 10.2 

中小法人軽減税率適用による影響 △1.4 △12.5 

のれん償却額 1.6 1.6 

その他 1.0 △2.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.0 17.5 

 

（資産除去債務関係） 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

（１）当該資産除去債務の概要 

建物及び構築物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は0.22％～0.74％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。 

 

（３）当該資産除去債務の総額の増減 

 

 

（収益認識関係） 

１． 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当連結会計年度（自 2021年11月１日  至 2022年10月31日） 

（単位：千円） 

 
就労継続支援 

B型事業 
相談支援事業 その他 計 

一時点で移転される財 497,362 9,943 12,600 519,906 

一定の期間にわたり移転される財 － － － － 

顧客との契約から生じる収益 497,362 9,943 12,600 519,906 

外部顧客との売上高 497,362 9,943 12,600 519,906 

 

２． 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項） ４．会計方針に関する事項 （３）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りでありま

す。 

 

 
前連結会計年度 

(自 2021年７月１日 
至 2021年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年11月１日 
至 2022年10月31日) 

期首残高 4,202千円 5,057千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 851千円 4,924千円 

時の経過による調整額 4千円 23千円 

期末残高 5,057千円 10,005千円 
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３． 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期

に関する情報 

（１）顧客との契約から生じた債権の残高等 

（単位：千円） 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高）  

売掛金 59,708 

顧客との契約から生じた債権（期末残高）  

売掛金 94,156 

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格 

当社グループは残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される

契約期間が１年を超える取引はないため、記載を省略しております。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当社グループは、就労支援サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。 
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【関連情報】 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

就労支援サービス事業の売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(２)有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 

 

 

（注）当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の

記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自 2021年 11月１日 至 2022年 10月 31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

就労支援サービス事業の売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(２)有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 

 

 

（注）当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の

記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年10月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年 11月１日 至 2022年 10月 31日） 

当連結会計年度において計上した固定資産の減損損失は3,330千円であります。なお、当社グループは就労

支援サービス事業の単一セグメントであるため、報告セグメントごとの記載はしておりません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年 10月 31日） 

のれんの償却額は388千円、未償却残高は4,665千円であります。なお、当社グループは就労支援サービス

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名（注） 

愛知県国民健康保険団体連合会 100,431 － 

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名（注） 

愛知県国民健康保険団体連合会 452,746 － 
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事業の単一セグメントであるため、報告セグメントごとの記載はしておりません。 

 

当連結会計年度（自 2021年 11月１日 至 2022年 10月 31日） 

のれんの償却額は1,166千円、未償却残高は3,499千円であります。また、株式会社ブレースデントからの

事業譲受により発生した営業権の未償却残高が446千円あります。なお、当社グループは就労支援サービス

事業の単一セグメントであるため、報告セグメントごとの記載はしておりません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年 10月 31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年 11月１日 至 2022年 10月 31日） 

該当事項はありません。 

 

【関連当事者情報】 

１．関連当事者との取引 

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

① 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

② 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

③ 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

前連結会計年度（自 2021年７月１日 至 2021年10月31日） 

（注） 資金の借入に対して、利息の支払は行っておりません。 

 

当連結会計年度（自 2021年11月１日 至 2022年10月31日） 

（注） 資金の借入に対して、利息の支払は行っておりません。 

 

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

 

種類 

会社等の 

名称 

又は氏名 

所在地 

資本金 

又は 

出資金 

(千円) 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社 

㈱旺司 

ライフ 

ワーク 

岐阜県 

岐阜市 
3,000 

資産管理

会社 

(被所有) 

直接 

100.0 

資金の 

借入 
資金の借入  

（注） 
30,000 

関係会社 

長期借入金 
30,000 

種類 

会社等の 

名称 

又は氏名 

所在地 

資本金 

又は 

出資金 

(千円) 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社 

㈱旺司 

ライフ 

ワーク 

岐阜県 

岐阜市 
3,000 

資産管理

会社 

(被所有) 

直接 

100.0 

資金の 

借入 
資金の返済  

（注） 
30,000 － － 
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（１株当たり情報） 

（注）１．当社は、2023年１月31日開催の取締役会の決議に基づき、同日付で普通株式１株につき100株の株式分

割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産

額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 

   ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

 

 

 

  

 
前連結会計年度 

（自 2021年７月１日 
至 2021年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 2021年11月１日 
至 2022年10月31日） 

１株当たり純資産額 108円17銭 130円04銭 

１株当たり当期純利益 8円17銭 21円87銭 

 
前連結会計年度 

(自 2021年７月１日 
至 2021年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年11月１日 
至 2022年10月31日) 

親会社株主に帰属する当期純利益 7,348千円 19,661千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円 

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る当期純利益 
7,348千円 19,661千円 

普通株式の期中平均株式数 899,000株 899,000株 

 
前連結会計年度 

（2021年10月31日) 
当連結会計年度 

（2022年10月31日) 

純資産の部の合計額 97,242千円 116,904千円 

純資産の部の合計額から控除する金額 －千円 －千円 

普通株式に係る期末の純資産額 97,242千円 116,904千円 

 １株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数 
899,000株 899,000株 
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（重要な後発事象） 

１．株式分割及び単元株制度の採用について 

2023年１月31日開催の取締役会の決議に基づき、2023年１月31日付で、以下の通り株式分割を行ってお

ります。また、同日付をもって単元株制度導入に伴う定款変更を行い、単元株式数を100株とする単元株制

度を採用しております。 

(１)株式分割及び単元株制度導入の目的 

株式単位当たりの金額の引下げを行うことで株式の流動性を高めることを目的として株式分割を実施す

るとともに、１単元を100株とする単元制度の採用を行います。 

(２)株式分割の概要 

① 分割の方法 

2022年10月31日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１株につき100株の割合

をもって分割いたしました。 

② 株式分割による増加株式数 

普通株式   890,010株 

③ 株式分割後の発行済株式総数 

普通株式   899,000株 

④ 株式分割後の発行可能株式総数 

普通株式   3,596,000株 

⑤ 株式分割の効力発生日 

2023年１月31日 

なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出して

おり、これによる影響については、当該箇所に記載しております。 

(３)単元株制度の採用 

普通株式の単元株式数を100株といたしました。 

 

２．子会社の設立について 

当社は、2022年11月15日開催の取締役会決議に基づき、子会社（株式会社関東IBIS）を設立いたしまし

た。 

(１) 子会社設立の目的 

当社が今後事業を拡大していく過程において、東京は事業モデル、マーケットとして重要なターゲット

と考えております。 

名古屋市内の主要立地が確保でき、人材の厚みも増してきている中、東京を中心とした関東圏への進出

のタイミングであると考え、当社の子会社として株式会社関東IBISを新設し、当社独自で業容を拡大して

いく方針です。 

(２) 子会社の概要 

① 名称 株式会社関東IBIS 

② 所在地 東京都千代田区外神田６丁目９－８ 

③ 事業内容 障害者就労施設の運営 

④ 資本金 9,900千円 

⑤ 設立年月日 2022年12月12日 

⑥ 出資比率 当社（100％） 
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３．多額の資金の借入について 

（１）当社における借入 

当社は、2023年１月16日開催の取締役会にて、大株主である株式会社旺司ライフワークから以下の通り

資金調達を行うことを決議し、2023年１月17日に実行いたしました。 

① 資金使途          運転資金 

② 借入先           株式会社旺司ライフワーク 

③ 借入金額          10,000千円 

④ 利率            1.2％ 

⑤ 借入日           2023年１月17日 

⑥ 返済期間          2023年４月30日 

⑦ 担保提供資産又は保証の内容 無担保、無保証 

     

    なお、株式会社旺司ライフワークは代表取締役永江榮司の資産管理会社であり、関連当事者取引に該当   

するため、本決議には永江榮司は決議に加わっておりません。 

金融機関から借入を行なったため、2023年１月31日に返済を完了し、現在は解消に至っております。 

 

  （２）連結子会社における借入 

当社連結子会社である株式会社IBIS東海は、2023年１月25日付の同社取締役会書面決議に基づき、次の

とおり資金の借入について決議し、2023年１月30日に実行いたしました。 

① 資金使途          運転資金 

② 借入先           株式会社三十三銀行 

③ 借入金額          長期借入金80,000千円、当座貸越10,000千円 

④ 利率            長期借入金1.600％（固定金利）、当座貸越1.475％（固定金利） 

⑤ 借入日           2023年１月30日 

⑥ 返済期間          長期借入金2029年12月31日、当座貸越2023年６月30日 

⑦ 担保提供資産又は保証の内容 無担保、無保証 

 

４．相談事業の休止について 

当社連結子会社である株式会社ICS名古屋は、2023年３月15日付の同社取締役会書面決議に基づき、相談

事業の休止について決議しております。 

本決議に基づき、2023年４月以降、新規利用者の受入を停止し、段階的に事業を縮小してきており、第

４期中には事業停止となる見込みです。 
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（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１.連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数：４社 

連結子会社の名称：㈱IBIS東海、㈱ICS名古屋、㈱HUGアイビス、㈱関東IBIS 

上記のうち、㈱関東 IBIS については、当中間連結会計期間において新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３.連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 
４.会計方針に関する事項 

（１）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、建物及び構築物は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物及び構築物     10～15年 

車両運搬具          ２～５年 

工具、器具及び備品 ５～11年 

取得価額 10万円以上 20万円未満の少額資産減価償却については、一括償却資産として、３年間で均等償

却しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

（２）重要な引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当中間連結会計期間に対応する金額を計上し

ております。 

 

（３）重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収益

を認識する通常の時点については、以下に記載の通りであります。 

① 就労継続支援B型事業 

就労継続支援B型事業を行っており、利用者に対し、就労移行に関わるサービスを提供した時点で収益を

認識しております。 

② 相談支援事業 

障害者総合支援法の相談支援に基づく相談支援事業を行っており、利用者の個別支援計画に関わるサー

ビスを提供した時点で収益を認識しております。 

③ 施設外作業所事業 

障害者総合支援法の施設外就労に基づく施設外作業所として主に洋菓子等商品を販売しております。当
該販売については店舗及びECサイトでの販売であり、商品の支配が顧客に移転した時点で、商品と交換に
受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 
 

（４）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で均等に償却しております。 
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（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。ただし、当社連結子会社が免税事業者の場合は、税込方式を採用して

おります。 

 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当中間連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することとしております。これによる中間連結財務諸表に与える影響はありません。 

 
（中間連結貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 

 

 
 
 

 
※２ 国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額は、次の通りであります。 

 
 
 
 

 
※３ 消費税の取扱い 
 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の上、流動負債に「未払消費税等」として表示しております。 
 
（中間連結損益計算書関係） 

※１ 顧客との契約から生じる収益 
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧

客との契約から生じる収益の金額は、「（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」
に記載しております。 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 当中間連結会計期間 
(2023年４月30日) 

有形固定資産の減価償却累計額 26,868千円 

 
当中間連結会計期間 
(2023年４月30日) 

ソフトウエア 2,999千円 

  
当中間連結会計期間 

（自 2022年11月１日 
至 2023年４月30日） 

役員報酬 20,250千円 

給料手当及び賞与 8,705千円 

賞与引当金繰入額 933千円 

採用教育費 15,081千円 

租税公課 13,030千円 

減価償却費 1,971千円 

のれん償却額 583千円 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 2022年11月１日 至 2023年４月30日） 

１． 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 (注) 当中間連結会計期間増加株式数890,010株は、株式分割によるものであります。 

 

２． 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３． 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４． 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次の通

りであります。 
 
 

 

 

 

 

（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の時価等に関する事項 

当中間連結会計期間（2023年４月 30日） 

 中間連結貸借対照表 

計上額 

(千円) 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

差入保証金 26,517 26,448 △69 

資産計 26,517 26,448 △69 

長期借入金（１年内返済予定を含む） 154,741 152,127 △2,613 

負債計 154,741 152,127 △2,613 

（注）現金については注記を省略しており、預金、売掛金、未払金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。 

  レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

  レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

 
当連結会計年度 

期首株式数(株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末 

株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 8,990 890,010 － 899,000 

 
当中間連結会計期間 

(自 2022年11月１日 
至 2023年４月30日) 

現金及び預金勘定 124,676千円 

現金及び現金同等物 124,676千円 
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に係るインプットを用いて算定した時価 

  レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 

 

時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当中間連結会計期間（2023年４月 30日） 

区分 時価（千円） 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

差入保証金 － 26,448 － 26,448 

資産計 － 26,448 － 26,448 

長期借入金 － 152,127 － 152,127 

負債計 － 152,127 － 152,127 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

差入保証金 

差入保証金の時価は、契約先ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な

指標の利率を基に割引現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

長期借入金 

長期借入金の時価は、変動金利の借入は、金利の変動を反映していることから時価は当該帳

簿価額によっており、固定金利の借入は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しており

ます。 

 

（資産除去債務関係） 

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表に計上しているもの 

（１）当該資産除去債務の概要 

建物及び構築物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は0.15％～0.88％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。 

 

（３）当該資産除去債務の総額の増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
当中間連結会計期間 

(自 2022年11月１日 
至 2023年４月30日) 

期首残高 10,005千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 1,249千円 

時の経過による調整額 21千円 

資産除去債務の戻入による減少額 △853千円 

期末残高 10,423千円 
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（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当中間連結会計期間（自 2022年11月１日  至 2023年４月30日） 

（単位：千円） 

 
就労継続支援 

B型事業 

相談支援 

事業 

施設外作業

所事業 
その他 計 

一時点で移転される財 303,405 4,183 5,645 8,300 321,534 

一定の期間にわたり移転される財 － － － － － 

顧客との契約から生じる収益 303,405 4,183 5,645 8,300 321,534 

外部顧客との売上高 303,405 4,183 5,645 8,300 321,534 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項） ４．会計方針に関する事項 （３）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであ

ります。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間連結

会計期間末において存在する顧客との契約から当中間連結会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金

額及び時期に関する情報 

 

（１）顧客との契約から生じた債権の残高等 

（単位：千円） 

 
 

当中間連結会計期間 
(2023年４月30日) 

顧客との契約から生じた債権（期首残高）  

売掛金 94,156 

顧客との契約から生じた債権（期末残高）  

売掛金 106,184 

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格 

当社グループは残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想さ

れる契約期間が１年を超える取引はないため、記載を省略しております。 

 
（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当社グループは、就労支援サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。 

 

【関連情報】 

当中間連結会計期間（自 2022年 11月１日 至 2023年４月 30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

就労支援サービス事業の売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(２)有形固定資産 
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本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

（注）当社グループは就労支援サービス事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省             

略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当中間連結会計期間（自 2022年11月１日 至 2023年４月30日） 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

当中間連結会計期間（自 2022年11月１日 至 2023年４月30日） 

のれんの償却額は628千円、未償却残高は3,317千円であります。なお、当社グループは就労支援サービス

事 業の単一セグメントであるため、報告セグメントごとの記載はしておりません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

当中間連結会計期間（自 2022年11月１日 至 2023年４月30日） 

該当事項はありません。 

 

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名（注） 

愛知県国民健康保険団体連合会 266,137 － 
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 (１株当たり情報) 

 

 

 
 
 
 

（注）１．当社は、2023年１月31日開催の取締役会の決議に基づき、同日付で普通株式１株につき100株の株式分

割を行いましたが、期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり

当期純利益を算定しております。 

   ２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３．１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

 
 
 

 

  

 
当中間連結会計期間 

(自 2022年11月１日 
  至 2023年４月30日) 

１株当たり純資産額 107円48銭 

１株当たり中間純損失（△） △22円56銭 

 
当中間連結会計期間 

(自 2022年11月１日 
至 2023年４月30日) 

親会社株主に帰属する中間純損失(△) △20,283千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失(△) △20,283千円 

普通株式の期中平均株式数 899,000株 

 
当中間連結会計期間 
（2023年４月30日) 

純資産の部の合計額 96,621千円 

純資産の部の合計額から控除する金額 －千円 

普通株式に係る期末の純資産額 96,621千円 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 899,000株 
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(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

 

⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 
２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の決算日後５年間の返済予定額は以下の通りであり

ます。 

 

【資産除去債務明細表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
当期首残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

長期借入金(１年以内に返

済予定のものを除く) 
－ 77,600 0.25 2037年 

合計 － 77,600 － － 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 
２年超３年以内 

(千円) 
３年超４年以内 

(千円) 
４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 － － － 6,144 

区分 当期首残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(千円) 

当期末残高 
（千円） 

不動産賃貸借契約に伴う

原状回復義務等 
5,057 4,948 0 10,005 
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（２）【主な資産及び負債の内容】 

   連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】 

該当事項はありません。 
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第７【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 
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第８【発行者の株式事務の概要】 

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定款に

定めております。 

会社法第 189条第２項各号に掲げる権利 

会社法第 166条第１項の規定による請求をする権利 

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

 

 

  

事業年度 毎年11月１日から翌年10月31日まで 

定時株主総会 毎事業年度末日から3か月以内 

基準日 毎年10月31日 

株券の種類 ― 

剰余金の配当の基準日 
毎年４月30日 

毎年10月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え 

 

取扱場所 

 

株主名簿管理人 

 

取次所 

 

名義書換手数料 

 

新券交付手数料 

 

 

 

名古屋市中区栄三丁目15番33号 

三井住友信託銀行株式会社  証券代行部 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 

三井住友信託銀行株式会社  全国本支店 

 

無料 

 

－ 

 

単元未満株式の買取り 

 

取扱場所 

 

株主名簿管理人 

 

取次所 

 

買取手数料 

 

 

名古屋市中区栄三丁目15番33号 

三井住友信託銀行株式会社  証券代行部 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 

三井住友信託銀行株式会社  全国本支店 

 

無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 

公告掲載URL   https://www.ibisholdings.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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第二部【特別情報】 

  

第１【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 
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第三部【株式公開情報】 

 

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】 

該当事項はありません。 
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第２【第三者割当等の概況】 

 

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】 

該当事項はありません。 

 

２【取得者の概況】 

該当事項はありません。 
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第３【株主の状況】 

（注）１．特別利害関係者等（大株主上位10名） 

２．特別利害関係者等（役員等により総株主の議決権の過半数が所有されている会社） 

３．株式会社旺司ライフワークは当社代表取締役永江榮司氏の資産管理会社であります。 

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

株式総数に対する 
所有株式数の割合
(％) 

株式会社旺司ライフワーク 

（注１、２、３） 
岐阜県岐阜市北一色2-5-19 899,000 100.00 

計 － 899,000 100.00 












